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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　塗工層を有する円筒状基体、該円筒状基体に外部からエネルギー照射する発熱体、及び
、前記円筒状基体を回転させて前記発熱体の照射エネルギーを全周囲に照射する回転手段
を有する電子写真感光体基体の温度制御装置であって、
該円筒状基体の洞内部に配置されたときに、冷媒の導入に伴って、該円筒状基体の洞内最
深部に至るまで順次膨張して該基体内壁面全体に順次密接可能で、冷媒排出により元の大
きさに順次収縮して離脱可能となる易伸縮性膜部材を含み、
　該膜部材は袋状構造物の少なくとも外面部にあり、
該袋状構造部は外面部が弾性を有し、前記冷媒を導入することにより膨らみ該袋状構造物
の該弾性外面が前記円筒状基体の内壁面に接して該円筒状基体を内部から保持して、自己
が回転することにより該円筒状基体を随伴回転させるチャック手段であり、
密接状態にある該膜部材を介して、該円筒状基体の表面と、該円筒状基体の洞内部に導入
された冷媒との間に伝熱を生じさせて、前記円筒状基体の表面温度を制御することを特徴
とする電子写真感光体基体の温度制御装置。
【請求項２】
　前記冷媒導入時に、前記膜部材が基体内壁面全体への密接を補助するための膜部材密接
補助手段をさらに有し、前記膜部材密接補助手段は前記膜部材の一端に設けられたエア抜
き弁であることを特徴とする請求項１に記載の電子写真感光体基体の温度制御装置。
【請求項３】
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　加圧された前記冷媒を該円筒状基体の洞内部に導入する冷媒導入部と、該円筒状基体の
洞内部に導入された前記冷媒を自然排出する排出部と、をさらに有することを特徴とする
請求項１又は２に記載の電子写真感光体基体の温度制御装置。
【請求項４】
　前記冷却媒体は前記回転可能な円筒状基体と同軸状の二重パイプを通って前記円筒状基
体の洞内部に導入及び排出され、該二重パイプのうち外側パイプは前記円筒状基体の洞内
部の入口部に接続され、内側パイプは前記円筒状基体の洞内部に挿入されてその開口部が
該円筒状基体洞内の最深位置に設けられ、入口部もしくは最深上部から溢出した冷却媒体
が、前記膜部材を前記円筒状基体の内壁面に押圧接触させるものであることを特徴とする
請求項３に記載の電子写真感光体基体の温度制御装置。
【請求項５】
　前記二重パイプ間の環状帯幅としての冷媒排出隙間が２ｍｍ以上であることを特徴とす
る請求項４に記載の電子写真感光体基体の温度制御装置。
【請求項６】
　前記袋状構造物は、冷媒の導入を止めることにより、冷媒を排出し元の形に収縮するも
のであることを特徴とする請求項１乃至５のいずれかに記載の電子写真感光体基体の温度
制御装置。
【請求項７】
　前記袋状構造物は、剛体の筒状物表面外周に、前記膜部材の外面部外周を固定し、非固
定領域に冷媒を導入可能で中心部に円筒状貫通穴を有する円筒状袋体であることを特徴と
する請求項１乃至６のいずれかに記載の電子写真感光体基体の温度制御装置。
【請求項８】
　前記袋状構造物は、前記円筒状基体の洞内部に脱着可能な円筒状弾性体であることを特
徴とする請求項１乃至７のいずれかに記載の電子写真感光体基体の温度制御装置。
【請求項９】
　前記自然排出された冷媒を、恒温槽を通じて前記冷媒導入部に再度導入する冷媒循環手
段をさらに有することを特徴とする請求項３乃至８のいずれかに記載の電子写真感光体基
体の温度制御装置。
【請求項１０】
　前記円筒状袋体の前記円筒状貫通穴に挿入される冷媒用パイプを更に有し、該冷媒用パ
イプから冷媒を導入／排出するものであることを特徴とする請求項７乃至９のいずれかに
記載の電子写真感光体基体の温度制御装置。
【請求項１１】
　円筒状基体の内面部全体に接触する円筒状弾性体の厚みが、円筒状弾性体の上端部およ
び下端部において円筒状基体との内面部に接触する部分の厚みに対して１．０から２．０
倍の厚みであり、円筒形弾性体の厚みの変化部分の断面がテーパ状または曲面状に処理さ
れていることを特徴とする円筒状弾性体を備えた請求項８乃至１０のいずれかに記載の電
子写真感光体基体の温度制御装置。
【請求項１２】
　円筒状基体を円筒状弾性体に把持する位置の位置決めが、円筒状基体の上下に備えられ
た金属又は樹脂製の円板状押え具により行われることを特徴とする請求項７乃至１１のい
ずれかに記載の電子写真感光体基体の温度制御装置。
【請求項１３】
　円筒状弾性体の内部を冷媒として循環している液体が、冷媒貯留タンクからポンプによ
り冷媒供給パイプにより供給されており、円筒形弾性体の内部を循環した冷媒が液体貯留
タンクに排出される配管において、冷媒の圧力を監視する圧力検出手段と流量調整手段を
備えたことを特徴とする請求項７乃至１２のいずれかに記載の感光体基体の温度制御装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、電子写感光体基体の温度制御装置及びそれを用いた電子写真感光体の製造方
法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、有機感光体（ＯＰＣ）は良好な性能、様々な利点から、無機感光体に代わり複写
機、ファクシミリ、レーザープリンタ及びこれらの複合機に多く用いられている。この理
由としては、例えば（ａ）光吸収波長域の広さ及び吸収量の大きさ等の光学特性、（ｂ）
高感度、安定な帯電特性等の電気的特性、（ｃ）材料の選択範囲の広さ、（ｄ）製造の容
易さ、（ｅ）低コスト、（ｆ）無毒性、等が挙げられる。
　一方、最近画像形成装置の小型化から感光体の小径化が進み、機械の高速化やメンテナ
ンスフリーの動きも加わり感光体の高耐久化が切望されるようになってきた。この観点か
らみると、有機感光体は、表面層が低分子電荷輸送材料と不活性高分子を主成分としてい
るため一般に柔らかく、電子写真プロセスにおいて繰り返し使用された場合、現像システ
ムやクリーニングシステムによる機械的な負荷により摩耗が発生しやすいという欠点を有
している。加えて高画質化の要求からトナー粒子の小粒径化に伴いクリーニング性を上げ
る目的でクリーニングブレードのゴム硬度の上昇と当接圧力の上昇が余儀なくされ、この
ことも感光体の摩耗を促進する要因となっている。このような感光体の摩耗は、感度の劣
化、帯電性の低下などの電気的特性を劣化させ、画像濃度低下、地肌汚れ等の異常画像の
原因となる。また摩耗が局所的に発生した傷は、クリーニング不良によるスジ状汚れ画像
をもたらす。現状では感光体の寿命はこの摩耗や傷が律速となり、交換に至っている。
　したがって、有機感光体の高耐久化においては前述の摩耗量を低減することが不可欠で
あり、これが当分野でもっとも解決が迫られている課題である。
　感光層の耐摩耗性を改良する技術としては、（１）表面層に硬化性バインダーを用いた
もの（例えば、特許文献１参照。）、（２）高分子型電荷輸送物質を用いたもの（例えば
、特許文献２参照。）、（３）表面層に無機フィラーを分散させたもの（例えば、特許文
献３参照。）等が挙げられる。これらの技術のうち、（１）の硬化性バインダーを用いた
ものは、電荷輸送物質との相溶性が悪いためや重合開始剤、未反応残基などの不純物によ
り残留電位が上昇し画像濃度低下が発生し易い傾向がある。また、（２）の高分子型電荷
輸送物質を用いたもの、及び（３）の無機フィラーを分散させたものは、ある程度の耐摩
耗性向上が可能であるものの、有機感光体に求められている耐久性を十二分に満足させる
までには至っていない。さらに（３）の無機フィラーを分散させたものは、無機フィラー
表面に存在するトラップにより残留電位が上昇し、画像濃度低下が発生し易い傾向にある
。これら（１）（２）（３）の技術では、有機感光体に求められる電気的な耐久性、機械
的な耐久性をも含めた総合的な耐久性を十二分に満足するには至っていない。
　これらに代わる感光層の耐摩耗技術として、炭素－炭素二重結合を有するモノマーと、
炭素－炭素二重結合を有する電荷輸送材及びバインダー樹脂からなる塗工液を用いて形成
した電荷輸送層を設けることが知られている（例えば、特許文献４参照。）。特に、表面
層を少なくとも電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性モノマーと電荷輸
送性構造を有するラジカル重合性化合物を紫外線照射により硬化した架橋樹脂層とするこ
とにより、耐摩耗性及び電気特性が格段に向上する（例えば特許文献５、特許文献６、特
許文献７）。この架橋樹脂層は上記３官能以上のラジカル重合製モノマーと電荷輸送性構
造を有するラジカル重合性化合物を塗布した塗工膜に紫外線を照射することによって三次
元架橋を形成しているが、円筒状基体に紫外線を照射すると、その光エネルギー及び架橋
の際の反応熱によって円筒状基体が非常に高温となる。適度な温度上昇は架橋反応をスム
ーズに進めるが、過度な温度上昇は電気特性の劣化をもたらすため、円筒状基体の温度制
御が必要となる。
　感光体用基体に各種塗工液を塗工、塗工膜乾燥、硬化して電子写真感光体を製造する際
、基体を冷却するという広義の技術的概念自体は公知に属する。例えば特許文献８（特開
２００６－２５５６７９号公報）には、電子写真感光体製造において感光体基体を浸漬塗
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工及び乾燥時に、中空筒状基体の外部から冷気を吹き付けて基体を冷却することが開示さ
れ、特許文献９（特開昭６３－７７０６１号公報）には、基体ドラムを把持して固定、支
持及び移動するチャック内に冷却用の気体或いは液体を送り込んで冷却することが記載さ
れ、特許文献１０（特開平８－１５８７６号公報）には、電子写真感光体製造の際に、冷
却水供給管及び冷却水排出管を有する小円筒管を、円筒状基体の空洞内空間に挿入して基
体を冷却することが記載されている。しかしながら、これら従来技術は、冷却媒体が、直
接、基体材料面に接触することによる媒体中の超微細懸濁物による汚染、媒体濡れの送風
乾燥による時間ロス、微細液滴跡としての円筒管内壁のシミ付き、送風中の塵埃による汚
染等々の問題点を特に意識したものでなく、したがって、直接接触による伝熱効率はよく
、均一冷却も達成できることが推測されるものの、反面では解決すべき上記のような諸問
題を内包するものであった。冷却媒体の直接接触による諸問題を回避し、かつ、均一冷却
、冷却の高効率化をも同時に満たすことが望ましい。例えば、基体が静止状態に置かれれ
ば、液ダレのような極端な不都合を生じないまでも、塗工膜の乾燥・硬化ムラや部分的不
均一冷却を生じる危険性がある。
　特許文献１１（特許第３１５４２６３号公報）には、基体内部に挿入した後、外形が拡
大、膨張するようなゴム等の弾力性材料で作られた冷却装置を円筒状基体内部に挿入し、
その内部に液体を流して冷却することが記載されている。しかしながらこの方法では円筒
状基体を回転させながら冷却することができない。また、弾性体は単に冷媒を導入するだ
けでなく、調圧バルブを用いて加圧されるものであり、またチャッキング部は弾性体が接
触しないため、その部分に紫外線が照射されると温度制御ができず高温になるといった不
具合があり、単純な方法で円筒状基体内壁面に弾力性材料を均一に接触させ、基体の均一
冷却、冷却効率向上を図るための特別な配慮を開示していない。
【０００３】
【特許文献１】特開昭５６－４８６３７号公報
【特許文献２】特開昭６４－１７２８号公報
【特許文献３】特開平４－２８１４６１号公報
【特許文献４】特許第３１９４３９２号公報
【特許文献５】特開２００４－３０２４５０号公報
【特許文献６】特開２００４－３０２４５１号公報
【特許文献７】特開２００４－３０２４５２号公報
【特許文献８】特開２００６－２５５６７９号公報
【特許文献９】特開昭６３－７７０６１号公報
【特許文献１０】特開平８－１５８７６号公報
【特許文献１１】特許第３１５４２６３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の目的は、紫外線照射時における円筒状基体全体の温度上昇を簡単かつできるだ
け均一に抑制・制御できる円筒状基体の温度制御装置及び製造方法を提供することにある
。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者らは鋭意検討を重ねた結果、以下の温度制御装置とすることにより、前記目的
が達成できることを発見して本発明を成すに至った。
（１）塗工層を有する円筒状基体、該円筒状基体に外部からエネルギー照射する発熱体、
及び、前記円筒状基体を回転させて前記発熱体の照射エネルギーを全周囲に照射する回転
手段を有する電子写真感光体基体の温度制御装置であって、
該円筒状基体の洞内部に配置されたときに、冷媒の導入に伴って、該円筒状基体の洞内最
深部に至るまで順次膨張して該基体内壁面全体に順次密接可能で、冷媒排出により元の大
きさに順次収縮して離脱可能となる易伸縮性膜部材を含み、
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　該膜部材は袋状構造物の少なくとも外面部にあり、
該袋状構造部は外面部が弾性を有し、前記冷媒を導入することにより膨らみ該袋状構造物
の該弾性外面が前記円筒状基体の内壁面に接して該円筒状基体を内部から保持して、自己
が回転することにより該円筒状基体を随伴回転させるチャック手段であり、
密接状態にある該膜部材を介して、該円筒状基体の表面と、該円筒状基体の洞内部に導入
された冷媒との間に伝熱を生じさせて、前記円筒状基体の表面温度を制御することを特徴
とする電子写真感光体基体の温度制御装置。
（２）前記冷媒導入時に、前記膜部材が基体内壁面全体への密接を補助するための膜部材
密接補助手段をさらに有し、前記膜部材密接補助手段は前記膜部材の一端に設けられたエ
ア抜き弁であることを特徴とする前記第（１）項に記載の電子写真感光体基体の温度制御
装置。
（３）加圧された前記冷媒を該円筒状基体の洞内部に導入する冷媒導入部と、該円筒状基
体の洞内部に導入された前記冷媒を自然排出する排出部と、をさらに有することを特徴と
する前記第（１）項又は第（２）項に記載の電子写真感光体基体の温度制御装置。
（４）前記冷却媒体は前記回転可能な円筒状基体と同軸状の二重パイプを通って前記円筒
状基体の洞内部に導入及び排出され、該二重パイプのうち外側パイプは前記円筒状基体の
洞内部の入口部に接続され、内側パイプは前記円筒状基体の洞内部に挿入されてその開口
部が該円筒状基体洞内の最深位置に設けられ、入口部もしくは最深上部から溢出した冷却
媒体が、前記膜部材を前記円筒状基体の内壁面に押圧接触させるものであることを特徴と
する前記第（３）項に記載の電子写真感光体基体の温度制御装置。
（５）前記二重パイプ間の環状帯幅としての冷媒排出隙間が２ｍｍ以上であることを特徴
とする前記第（４）項に記載の電子写真感光体基体の温度制御装置。
（６）前記袋状構造物は、冷媒の導入を止めることにより、冷媒を排出し元の形に収縮す
るものであることを特徴とする前記第（１）項乃至第（５）項のいずれかに記載の電子写
真感光体基体の温度制御装置。
（７）前記袋状構造物は、剛体の筒状物表面外周に、前記膜部材の外面部外周を固定し、
非固定領域に冷媒を導入可能で中心部に円筒状貫通穴を有する円筒状袋体であることを特
徴とする前記第（１）項乃至第（６）項のいずれかに記載の電子写真感光体基体の温度制
御装置。
（８）前記袋状構造物は、前記円筒状基体の洞内部に脱着可能な円筒状弾性体であること
を特徴とする前記第（１）項乃至第（７）項のいずれかに記載の電子写真感光体基体の温
度制御装置。
（９）前記自然排出された冷媒を、恒温槽を通じて前記冷媒導入部に再度導入する冷媒循
環手段をさらに有することを特徴とする前記第（３）項乃至第（８）項のいずれかに記載
の電子写真感光体基体の温度制御装置。
（１０）前記円筒状袋体の前記円筒状貫通穴に挿入される冷媒用パイプを更に有し、該冷
媒用パイプから冷媒を導入／排出するものであることを特徴とする前記第（７）項乃至第
（９）項のいずれかに記載の電子写真感光体基体の温度制御装置。
（１１）円筒状基体の内面部全体に接触する円筒状弾性体の厚みが、円筒状弾性体の上端
部および下端部において円筒状基体との内面部に接触する部分の厚みに対して１．０から
２．０倍の厚みであり、円筒形弾性体の厚みの変化部分の断面がテーパ状または曲面状に
処理されていることを特徴とする円筒状弾性体を備えた前記第（８）項乃至第（１０）項
のいずれかに記載の電子写真感光体基体の温度制御装置。
（１２）円筒状基体を円筒状弾性体に把持する位置の位置決めが、円筒状基体の上下に備
えられた金属又は樹脂製の円板状押え具により行われることを特徴とする前記第（７）項
乃至第（１１）項のいずれかに記載の電子写真感光体基体の温度制御装置。
（１３）円筒状弾性体の内部を冷媒として循環している液体が、冷媒貯留タンクからポン
プにより冷媒供給パイプにより供給されており、円筒形弾性体の内部を循環した冷媒が液
体貯留タンクに排出される配管において、冷媒の圧力を監視する圧力検出手段と流量調整
手段を備えたことを特徴とする前記第（７）項乃至第（１２）項のいずれかに記載の感光
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体基体の温度制御装置。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明の電子写真感光体の温度制御装置によれば、円筒状基体の温度を制御することに
より、例えば紫外線照射ランプからの熱による円筒状基体の温度上昇を簡単かつ均一に抑
制することが可能となり、耐摩耗性及び耐傷性が高く、安定な静電特性を維持することが
可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　以下、本発明を図面に基づいて詳細に説明する。
　本発明は、塗工層を有する円筒状基体と、外部からエネルギー照射する発熱体を有し、
円筒状基体の内側全体に密接及び離脱可能な膜部材を有し、且つ、円筒状基体が自転しな
がら、該膜部材を介して、膜部材の内部に導入された冷媒によって基体の表面温度を制御
することを内容とする温度制御装置である。
【０００８】
　本発明により、円筒状感光体基体の表面温度を、例えば１５０℃以下、好ましくは１３
０℃以下に制御保持することができる。本発明における基体の表面温度は、例えば照射ラ
ンプの照射位置の反対側位置（２５ｒｐｍの回転速度で回転している円筒上の、照射位置
と角度１８０°異なる位置）での表面温度を測定することにより容易に同定することがで
きる。
【０００９】
　本発明における膜部材は、円筒状基体の空洞部に容易に挿入でき、かつ、５００ｈＰａ
／ｃｍ２から１００００ｈＰａ／ｃｍ２の圧力で伸長膨張し、または導入される水等の液
体冷媒の自重により伸長膨張し、円筒状基体の内壁によく密着する易伸縮性のものである
。２軸方向に伸長して、円筒状基体の長手方向最深部にまで伸びるものであることが好ま
しい。この程度の圧力は都市水道圧により充分得ることができる。また、円筒状基体の冷
却が速やかにできる程度に熱伝導性に優れている。
【００１０】
　このような膜部材は、天然ゴム、合成ゴムなど、伸縮性に富む材質が望ましく、加えて
耐水性、耐摩耗性、耐光性、耐熱性に優れるようゴム材料の配合を行なう。製造方法は一
般的な方法で加工がなされればよい。具体的にはシート成形、押出成形などがある。
【００１１】
　図１に示すように、本発明においては、図示を省略した回転手段により回転している円
筒状基体（１）の近傍にＵＶランプ等の発熱体（２）が配置されている場合、円筒状基体
（１）の内部に密接させた前記膜部材（３）を介して膜部材内部に冷媒（８）を導入する
ことで発熱体（２）によって生じた熱を取り除き円筒状基体（１）の温度を調節する。膜
部材（３）の密着は、冷媒（８）の導入により順次膨張伸長して、円筒状基体（１）の内
壁面全体に順次密接していくことにより達成することができる。しかし、この例では、冷
媒（８）の導入に際して、円筒状基体（１）への充分な密着を補助するための膜部材密接
補助手段の１典型例としてのエア抜き弁（４）によって洞内部のエアーを排除しており、
これにより、密着不良の部分をほぼ完全になくすることができる。したがって、この真空
密着例における膜部材（３）は、５００ｈＰａ／ｃｍ２から１００００ｈＰａ／ｃｍ２の
圧力で伸長膨張して、円筒状基体の内壁によく密着する易伸縮性のものであることが理解
される。図中、符号（３ｅ）及び（３ｆ）は、それぞれ、上下の押え具（蓋状部材）であ
る。
　冷媒として使用する液体と円筒状基体とが非接触であるため、円筒状基体表面に感光層
を塗布していても液体が感光層に飛散することがなく、液体付着による塗膜不良を防止で
き、かつ、簡単確実に均一な冷却を達成することができる。
【００１２】
　図２には、本発明の別の温度制御装置例が示される。この図に示すように、本発明は、
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発熱体（２）から熱エネルギーを受けながら回転している円筒状基体（１）の内部に密着
させた膜部材（３）の内部に一方向（図中の下方向の矢印）から冷媒（８）を導入し、他
方向（（図中の上方向の矢印）から冷媒を排出させる態様を包含し、これにより、効率よ
く熱交換することができる。この例における膜部材（３）は、円筒状基体（１）の内面部
全体に接触する円筒状の形をした弾性体（以下、円筒状弾性体ともいう）である。また、
この例の装置では、膜部材密接補助手段としてのエアー抜き弁は使用されていない。冷媒
の導入－排出による流れが膜部材（３）の密接を補助する。冷媒流の方向を、逆向きにす
ることもできる。
【００１３】
　図３、図４には、本発明のまた別の温度制御装置例が示される。これら例の温度制御装
置においては、冷媒（８）は、膜部材（３）から形成され回転している円筒状弾性体の一
方端（この図では下端）から内部に挿入配置されている比較大径の外側パイプ（９ａ）と
比較小径の内側パイプ（９ｂ）からなる二重パイプを通って前記円筒状基体（１）の洞内
部に導入され、円筒状基体（１）の内面部全体に接触する膜部材（３）の円筒状弾性体を
介して伝熱しつつ、前記円筒状基体（１）の洞内部から排出される。この二重パイプは、
回転している円筒状基体（１）の回転軸と同軸状に配置されている。二重パイプのうち外
側パイプ（９ａ）は、その開口先が円筒状基体（１）の洞内部の入口部（図では下部）に
なるように接続され、内側パイプ（９ｂ）はその開口部が円筒状基体（１）洞内の最深部
に位置し、冷媒（８）は、外側パイプ（９ａ）と内側パイプ（９ｂ）との間の環状流路（
５）の隙間から導入されて外側パイプとしての円筒状弾性体の膜部材（３）を、基体（１
）内壁に順次押圧接触し、密着させつつ最深部に達した後、内側パイプ（９ｂ）内に溢出
してここから排出され（図３）、又は図４に示されるように、内側パイプ（９ｂ）から導
入される場合、内側パイプ（９ｂ）の最深部に達しここから外側パイプ（９ａ）内に溢出
してその最尾部分（図４では下部）の環状流路（５）から排出される。
【００１４】
　図５に示されるように、前記温度制御装置の円筒状基体（１）の洞内面部全体に接触す
る円筒状弾性体の膜部材（３）の内部に、円筒状基体（１）の回転軸方向と平行且つ、前
記円筒状基体の中心軸と同軸な二重パイプの内側パイプ（９ｂ）の外面と外側パイプ（９
ａ）の内面の間の環状流路（５）の幅が２ｍｍ以上であることが好ましい。
　二重パイプの内側パイプ（９ｂ）の外面と外側パイプ（９ａ）の内面の環状流路幅（隙
間）（５）を２ｍｍ以上にすることで圧力損失を減らし、適切な冷媒の循環流量を確保す
ることができる。隙間（５）が２ｍｍ以下の場合は、圧力損失が大きくなり、冷媒循環量
が減少し、円筒状基体（１）の温度バラツキが大きくなる。
【００１５】
　本発明は、また、膜部材が袋状構造物（３ａ）の少なくとも外面部であり、この外面部
は弾性を有し、該袋状構造物（３ａ）内部に冷媒を導入することにより膨らみ、該袋状構
造物の該弾性外面が前記円筒状基体（１）の内面から保持可能なことを内容とする温度制
御装置、及び該袋状構造物は、冷媒の導入を止めることにより、冷媒を排出し元の形に収
縮するものであることを内容とする温度制御装置を包含する。
【００１６】
　すなわち、図６に示されるように、冷媒が未導入時には袋状弾性構造物（３ａ）は円筒
状基体（１）と接触しておらず、この状態において円筒状基体（１）は温度制御装置に出
し入れが可能となる。
　そして、図７に示すように、冷媒（８）を導入することで袋状弾性構造物（３ａ）の弾
性外面が円筒状基体（１）内面を押さえつけることで保持可能となる。また冷媒（８）の
導入を停止すると袋状弾性構造物（３ａ）は収縮して元の形に戻り、円筒状基体（１）は
温度制御装置から取り出すことが可能となる。
【００１７】
　図８に示されるように、この袋状構造物（３ａ）は、例えば、剛体の筒状物（６）の表
面外周に、膜部材（３）の外面部外周を固定し、非固定領域（６ａ）に冷媒（８）を導入
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可能で中心部に円状貫通穴（８ｂ）を有する円筒状袋体であることができ、かつ、本発明
においては好ましい。剛体筒状物（６）の周りに膜部材（３）を固定することで、円筒状
基体（１）の保持能力が向上するとともに剛体筒状物（６）が中心軸としてあることで位
置精度が向上する。この図に示される例においては、円状貫通穴（８ｂ）には内外二重の
パイプ（９ａ）（９ｂ）が挿入されており、この冷媒用パイプ（図では、外側パイプ（９
ａ）であるが、逆に内側パイプ（９ｂ）であってもよい）を更に有し、該冷媒用パイプか
ら冷媒を導入／排出するものであることができ、かつ、好ましい。
【００１８】
　円筒状基体（１）を円筒状弾性体（６）に把持する位置の位置決めは、円筒状基体（１
）の上下に備えられた金属又は樹脂製の円板状押え具（３ｅ）（３ｆ）により行われる。
【００１９】
　円筒状基体（１）の内面部全体に接触する円筒状弾性体の膜部材（３）の厚みは、好ま
しくは、円筒状弾性体の膜部材（３）の上端部および下端部において円筒状基体（１）と
の内面部に接触する部分の厚みに対して１．０から２．０倍の厚みであり、円筒形弾性体
の膜部材（３）の厚みの変化部分（３ｂ）の断面がテーパ状または曲面状に処理されてい
る。
【００２０】
　また、図示してないが、本発明におけるこの袋状構造物（３ａ）は、円筒状基体（１）
の洞内部から円筒状基体（１）を保持して、自己が回転することにより該円筒状基体（１
）を随伴回転させるチャック手段であることができる。
【００２１】
　さらに、本発明は、冷媒を循環し、温度管理する恒温水槽を介して再度、温度制御装置
に導入する態様を包含する。
　図９の装置はこの１例を示す。この例においては、温度制御装置の二重パイプ（９ａ）
（９ｂ）から伸びる２本の冷却管（９ｃ）（９ｄ）がそれぞれ恒温槽（７）に接続され、
温度制御装置から戻ってきた冷媒（８）が恒温槽（７）を通って、再度温度制御装置に導
入されることで温度管理された冷媒を温度制御装置内部に循環させることが可能となり、
摩耗特性及び、電気特性の安定化が可能となる。２本の冷却管（９ｃ）（９ｄ）のうち、
一方は冷媒（８）導入のための往路として、また、他方は冷媒排出のための復路として、
それぞれ用いられる。
【００２２】
　また、本発明においては、円筒状弾性体の膜部材（３）の内部を冷媒（８）として循環
している液体が、冷媒貯留タンクからポンプにより冷媒供給パイプにより供給されており
、円筒形弾性体の膜部材（３）の内部を循環した冷媒が液体貯留タンクに排出される配管
において、冷媒の圧力を監視する圧力検出手段と流量調整手段を備えたものを包含する。
【００２３】
［温度制御装置の形態例］
　以下、図面を参照して本発明のこの一実施の形態について説明する。図１０は、本発明
に係る電子写真感光体の温度制御装置の概略構成の１例を示す縦断平面図である。
　本実施の形態に係る電子写真感光体基体のような装置部品のためのこの例の温度制御装
置は、大きく分けて、装置基台（２０）と、この装置基台（２０）の中心域に回転可能に
配設された回転機構（２１）と、回転機構（２１）の回転軸端部位置に連結された把持機
構（２２）と、装置基台（２０）のうちの周辺域に配設された紫外線照射手段（２３）と
、把持機構（２２）に配管により接続された冷媒貯留タンク（２４）とから構成されてい
る。
【００２４】
　回転機構（２１）は、フランジ（２５）と、ベアリング（２６）と、これを収納するベ
アリングケースを嵌合したプーリ（２７）と、回転軸（２８）と、プーリ（２７）に懸架
されたベルト（２９）から構成されている。フランジ（２５）には開口（２５ａ）が形成
されており、この開口（２５ａ）にベアリング（２６）を介して回転軸（２８）が取り付
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けられ回転可能に支持されている。回転軸（２８）にはプーリ（２７）が固着されており
、プーリ（２７）が図示しない駆動手段とベルト（２９）を介して連結され、駆動手段の
駆動力が回転軸（２８）に伝達されるようになっている。
【００２５】
　把持機構（２２）は、大きく分けて、回転軸（２８）と、冷媒供給パイプ（３０）およ
び冷媒排出パイプ（３１）と、円筒状弾性体（３２）と、円筒状フレーム（３３）と、円
筒状押さえツール（３４）とから構成されている。回転軸（２８）の中心部には冷媒排出
パイプ（３１）が貫通しており、冷媒排出パイプ（３１）の終端部は回転継ぎ手（３５）
に連結されている。回転継ぎ手（３５）は２系統の冷媒と連結できるようになっており、
第１の系統を冷媒供給系に使用し、第２系統を冷媒排出系に使用している。冷媒排出パイ
プ（３１）の終端部は冷媒排出系に接続されている。冷媒供給系に接続されている冷媒供
給パイプ（３０）は、円筒状フレーム（３３）の下部の外周面に接続されている。円筒状
フレーム（３３）の下部の外周面には冷媒供給パイプ（３０）の接続される孔（３６）が
設けられており、円筒状フレーム（３３）表面に冷媒が供給されるようになっている。円
筒状フレーム（３３）の上部の外周面には、冷媒排出パイプ（３１）に冷媒を循環させる
孔（３７）が設けられている。孔（３７）と冷媒排出パイプ（３１）はパイプ（３８）で
連結されている。
【００２６】
　円筒状フレーム（３３）の表面には円筒状弾性体（３２）が装着されている。円筒状フ
レーム（３３）の上部および下部には、円筒状弾性体（３２）を固定するための凹部（３
９）が円周上に形成されている。この凹部（３９）に円筒状弾性体（３２）の端部（４０
）が定着できるように円筒状弾性体の上端部および下端部の厚みが円筒状フレーム（３３
）の中央部に接触する円筒型弾性体（３２）の厚みよりも１．０から２．０倍の厚みがあ
るように形成されている。これにより、円筒状弾性体（３２）の交換においても容易に円
筒状弾性体（３２）を円筒状フレーム（３３）に位置決めできるようになっている。さら
に、ワークである円筒状基体（４１）の交換による、繰り返しの使用において円筒状弾性
体（３２）の位置ずれを防止できるようになっている。
【００２７】
　図１１（Ａ）に円筒状弾性体（３２）が円筒状フレーム（３３）の表面に装着された状
態を示し、図１１（Ｂ）に円筒状弾性体（３２）がワークである円筒状基体（４１）を把
持している状態を示す。円筒状基体（４１）は、円筒状弾性体（３２）の膨らみによって
把持されるようになっている。
【００２８】
　図１２に円筒状弾性体（３２）の端部（４０）の周辺を拡大したときの構成図を示す。
図１２に示すように、凹部（３９）と円筒型フレーム（３３）表面との間には、傾斜部（
４２）が形成されており、この傾斜部（４２）に沿うように円筒状弾性体（３２）の端部
の厚みが勾配をもってテーパ状または曲面状に形成されている。テーパ状または曲面状に
形成されていることにより、円筒状弾性体（３２）の膨張時に端部（４０）の厚みの変化
部分に過度の応力がかからないようになっている。なお、傾斜部（４２）の表面は円筒状
弾性体（３２）に損傷を与えないように鏡面仕上げであることが望ましい。
【００２９】
　円筒型弾性体（３２）は、交換を容易にするためステンレスバンド（４３）で上端部お
よび下端部を固定されている。円筒状フレーム（３３）の表面と円筒状弾性体（３２）の
間には単独気泡のスポンジ状のゴムリング（４４）を介在させている。これにより、円筒
状弾性体（３２）と円筒状フレーム（３３）の間に充填される冷媒（４５）の漏れを防止
している。また、円筒型弾性体（３２）をステンレスバンド（４３）でかしめる際、円筒
型弾性体（３２）表面を保護するため、シームレスゴムリング（４６）をステンレスバン
ド（４３）と円筒型弾性体（３２）の間に介在させている。
【００３０】
　円筒状弾性体（３２）は、冷媒供給パイプ（３０）より冷媒（４５）が供給されると冷
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媒の圧力によって膨らみ、円筒状基体（４１）の内面と密着し円筒状基体（４１）を把持
することができるようになっている。これにより、円筒状基体（４１）表面を均一に冷却
できるようになっている。
【００３１】
　円筒状基体（４１）の上部および下部には金属又は樹脂製の円筒状押さえツール（３４
）が備えられており、円筒状基体（４１）の上下方向の位置決めを容易に行うようになっ
ている。さらに、紫外線照射手段（２３）による円筒状基体（４１）の加熱工程において
紫外線が円筒状弾性体（３２）に照射されるのを遮蔽できるようになっており、円筒状弾
性体（３２）の紫外線による劣化を防止することができる。また、円筒状押さえツール（
３４）は上下方法に移動可能になっており、長手方向に寸法の異なる円筒状基体（４１）
の冷却にも対応できるようになっている。
【００３２】
　円筒状基体（４１）の加熱工程が終了すると、冷媒供給パイプ（３０）から円筒状弾性
体（３２）と円筒状フレーム（３３）の間への冷媒（４５）の供給が停止する。冷媒（４
５）の供給が停止すると、冷媒（４５）の圧力が低下し円筒状弾性体（３２）が収縮し円
筒状フレーム（３３）表面に密着し、冷媒（４５）を円筒状フレーム（３３）より排出す
ることができるように、円筒型弾性体（３２）の内径寸法は円筒状フレーム（３３）の外
形寸法よりも小さくなっている。
【００３３】
　また、円筒型弾性体（３２）と円筒状フレーム（３３）の間に冷媒（４５）を供給する
際、冷媒（４５）中の気泡の発生を防止するため冷媒排出パイプ（３１）の上部にはエア
抜きバルブ（４８）が設けられている。エア抜きバルブ（４８）は冷媒（４５）の供給時
、所定の期間に開放されるようになっている。
【００３４】
　把持機構（２２）に配管により接続された冷媒貯留タンク（２４）には、冷媒（４５）
が貯留されており、ポンプ（４９）により冷媒（４５）が配管（５０）を介して把持機構
（２２）の下部に設けられた回転継ぎ手（３５）に液送されるようになっている。把持機
構（２２）の回転継ぎ手（３５）から排出された冷媒（４５）は配管（５１）を介して冷
媒貯留タンク（２４）に戻される。配管（５１）には冷媒（４５）の圧力を監視する圧力
センサ（５２）と、冷媒（４５）の流量を調整するバルブ（５３）が備えられている。円
筒状基体（４１）の紫外線照射手段（２３）による加熱工程において、圧力センサ（５２
）の圧力が低下すると図示していない制御装置に圧力異常信号が送信され装置が停止する
ようになっている。把持機構（２２）から排出された冷媒（４５）の圧力の低下は円筒状
弾性体（３２）の破損による冷媒（４５）の洩れの発生と考えられるためである。このよ
うに、把持機構（２２）から排出された冷媒（４５）の圧力状態を装置の監視に用いるこ
とができる様になっている。また、冷媒（４５）の流量を調整するバルブ（５３）を操作
することにより、円筒状弾性体（３２）と円筒状フレーム（３３）の間の内部圧力を調整
することができ、円筒状基体（４１）の把持力を任意に設定することができるようになっ
ている。
【００３５】
　また、変形例として図１３に示すように配管（５０）に流量計（５４ａ）を備え、配管
（５１）に流量計（５４ｂ）を備えて、配管（５０）と配管（５１）の流量の差分を検出
することにより円筒状弾性体（３２）の破損による冷媒（４５）の洩れを検出するように
しても良い。
【００３６】
　また、冷媒貯留タンク（２４）に温度計（５５ａ）を備え、配管（５１）に温度計（５
５ｂ）を備えて、冷媒貯留タンク（２４）と配管（５１）の冷媒の温度差を検出すること
により円筒状弾性体（３２）による円筒状基体（４１）の冷却効率を検出するようにして
も良い。さらに、温度差の検出値を図示していない制御装置で継続的に記憶し、生産開始
からの温度の経時変化を検出する用にしても良い。この温度の経時変化は、紫外線照射手
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段（２３）に用いられる紫外線ランプ等の光量変化に対応し、温度の経時変化が所定の閾
値を超えることにより、紫外線ランプ等の交換時期とすることができる。
【００３７】
　円筒状弾性体（３２）の材質は、耐水性、耐摩耗性に優れた材質を用いることが望まし
い。例えば、エチレン－プロピレン－ジエンゴム（ＥＰＤＭ）などがよい。
【００３８】
［電子写真感光体の層構造について］
　本発明に用いられる電子写真感光体を図面に基づいて説明する。
　図１４は、本発明の電子写真感光体を表わす断面図であり、導電性支持体上に、電荷発
生機能と電荷輸送機能を同時に有する感光層が設けられた単層構造の感光体である。架橋
表面層が感光層全体の場合を示したのが図１４－Ａであり、架橋表面層が感光層の表面部
分である場合を示したのが図１４－Ｂである。
　図１５は、導電性支持体上に、電荷発生機能を有する電荷発生層と、電荷輸送物機能を
有する電荷輸送層とが積層された積層構造の感光体である。架橋表面層が電荷輸送層全体
の場合を示すのが図１５－Ａであり、架橋表面層が電荷輸送層の表面部分である場合を示
すのが図１５－Ｂである。
【００３９】
［導電性支持体について］
　導電性支持体としては、体積抵抗１０１０Ω・ｃｍ以下の導電性を示すもの、例えば、
アルミニウム、ニッケル、クロム、ニクロム、銅、金、銀、白金などの金属、酸化スズ、
酸化インジウムなどの金属酸化物を蒸着またはスパッタリングにより、フィルム状もしく
は円筒状のプラスチック、紙に被覆したもの、あるいはアルミニウム、アルミニウム合金
、ニッケル、ステンレスなどの板およびそれらを押し出し、引き抜きなどの工法で素管化
後、切削、超仕上げ、研摩などの表面処理を施した管などを使用することができる。また
、特開昭５２－３６０１６号公報に開示されたエンドレスニッケルベルト、エンドレスス
テンレスベルトも導電性支持体として用いることができる。
　この他、上記支持体上に導電性粉体を適当な結着樹脂に分散して塗工したものについて
も、本発明の導電性支持体として用いることができる。
　この導電性粉体としては、カーボンブラック、アセチレンブラック、また、アルミニウ
ム、ニッケル、鉄、ニクロム、銅、亜鉛、銀などの金属粉、あるいは導電性酸化スズ、Ｉ
ＴＯなどの金属酸化物粉体などが挙げられる。また、同時に用いられる結着樹脂には、ポ
リスチレン、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体、ス
チレン－無水マレイン酸共重合体、ポリエステル、ポリ塩化ビニル、塩化ビニル－酢酸ビ
ニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアリレート樹脂、フェノキシ
樹脂、ポリカーボネート、酢酸セルロース樹脂、エチルセルロース樹脂、ポリビニルブチ
ラール、ポリビニルホルマール、ポリビニルトルエン、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、
アクリル樹脂、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、フェノー
ル樹脂、アルキッド樹脂などの熱可塑性、熱硬化性樹脂または光硬化性樹脂が挙げられる
。このような導電性層は、これらの導電性粉体と結着樹脂を適当な溶剤、例えば、テトラ
ヒドロフラン、ジクロロメタン、メチルエチルケトン、トルエンなどに分散して塗布する
ことにより設けることができる。
　さらに、適当な円筒基体上にポリ塩化ビニル、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリス
チレン、ポリ塩化ビニリデン、ポリエチレン、塩化ゴム、テフロン（登録商標）などの素
材に前記導電性粉体を含有させた熱収縮チューブによって導電性層を設けてなるものも、
本発明の導電性支持体として良好に用いることができる。
【００４０】
［感光層について］
　次に感光層について説明する。感光層は積層構造でも単層構造でもよい。
　積層構造の場合には、感光層は電荷発生機能を有する電荷発生層と電荷輸送機能を有す
る電荷輸送層とから構成される。また、単層構造の場合には、感光層は電荷発生機能と電
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荷輸送機能を同時に有する層である。
　以下、積層構造の感光層及び単層構造の感光層のそれぞれについて述べる。
【００４１】
［感光層が積層構成のもの］
（電荷発生層）
　電荷発生層は、電荷発生機能を有する電荷発生物質を主成分とする層で、必要に応じて
バインダー樹脂を併用することもできる。電荷発生物質としては、無機系材料と有機系材
料を用いることができる。
　無機系材料には、結晶セレン、アモルファス・セレン、セレン－テルル、セレン－テル
ル－ハロゲン、セレン－ヒ素化合物や、アモルファス・シリコン等が挙げられる。アモル
ファス・シリコンにおいては、ダングリングボンドを水素原子、ハロゲン原子でターミネ
ートしたものや、ホウ素原子、リン原子等をドープしたものが良好に用いられる。
　一方、有機系材料としては、公知の材料を用いることができる。例えば、金属フタロシ
アニン、無金属フタロシアニン等のフタロシアニン系顔料、アズレニウム塩顔料、スクエ
アリック酸メチン顔料、カルバゾール骨格を有するアゾ顔料、トリフェニルアミン骨格を
有するアゾ顔料、ジフェニルアミン骨格を有するアゾ顔料、ジベンゾチオフェン骨格を有
するアゾ顔料、フルオレノン骨格を有するアゾ顔料、オキサジアゾール骨格を有するアゾ
顔料、ビススチルベン骨格を有するアゾ顔料、ジスチリルオキサジアゾール骨格を有する
アゾ顔料、ジスチリルカルバゾール骨格を有するアゾ顔料、ペリレン系顔料、アントラキ
ノン系または多環キノン系顔料、キノンイミン系顔料、ジフェニルメタン及びトリフェニ
ルメタン系顔料、ベンゾキノン及びナフトキノン系顔料、シアニン及びアゾメチン系顔料
、インジゴイド系顔料、ビスベンズイミダゾール系顔料などが挙げられる。これらの電荷
発生物質は、単独または２種以上の混合物として用いることができる。
　電荷発生層に必要に応じて用いられるバインダー樹脂としては、ポリアミド、ポリウレ
タン、エポキシ樹脂、ポリケトン、ポリカーボネート、シリコーン樹脂、アクリル樹脂、
ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビニルケトン、ポリスチレン、ポリ
－Ｎ－ビニルカルバゾール、ポリアクリルアミドなどが挙げられる。これらのバインダー
樹脂は、単独または２種以上の混合物として用いることができる。また、電荷発生層のバ
インダー樹脂として上述のバインダー樹脂の他に、電荷輸送機能を有する高分子電荷輸送
物質、例えば、アリールアミン骨格やベンジジン骨格やヒドラゾン骨格やカルバゾール骨
格やスチルベン骨格やピラゾリン骨格等を有するポリカーボネート、ポリエステル、ポリ
ウレタン、ポリエーテル、ポリシロキサン、アクリル樹脂等の高分子材料やポリシラン骨
格を有する高分子材料等を用いることができる。
　前者の具体的な例としては、特開平０１－００１７２８号公報、特開平０１－００９９
６４号公報、特開平０１－０１３０６１号公報、特開平０１－０１９０４９号公報、特開
平０１－２４１５５９号公報、特開平０４－０１１６２７号公報、特開平０４－１７５３
３７号公報、特開平０４－１８３７１９号公報、特開平０４－２２５０１４号公報、特開
平０４－２３０７６７号公報、特開平０４－３２０４２０号公報、特開平０５－２３２７
２７号公報、特開平０５－３１０９０４号公報、特開平０６－２３４８３６号公報、特開
平０６－２３４８３７号公報、特開平０６－２３４８３８号公報、特開平０６－２３４８
３９号公報、特開平０６－２３４８４０号公報、特開平０６－２３４８４１号公報、特開
平０６－２３９０４９号公報、特開平０６－２３６０５０号公報、特開平０６－２３６０
５１号公報、特開平０６－２９５０７７号公報、特開平０７－０５６３７４号公報、特開
平０８－１７６２９３号公報、特開平０８－２０８８２０号公報、特開平０８－２１１６
４０号公報、特開平０８－２５３５６８号公報、特開平０８－２６９１８３号公報、特開
平０９－０６２０１９号公報、特開平０９－０４３８８３号公報、特開平０９－７１６４
２号公報、特開平０９－８７３７６号公報、特開平０９－１０４７４６号公報、特開平０
９－１１０９７４号公報、特開平０９－１１０９７６号公報、特開平０９－１５７３７８
号公報、特開平０９－２２１５４４号公報、特開平０９－２２７６６９号公報、特開平０
９－２３５３６７号公報、特開平０９－２４１３６９号公報、特開平０９－２６８２２６
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号公報、特開平０９－２７２７３５号公報、特開平０９－３０２０８４号公報、特開平０
９－３０２０８５号公報、特開平０９－３２８５３９号公報等に記載の電荷輸送性高分子
材料が挙げられる。
　また、後者の具体例としては、例えば特開昭６３－２８５５５２号公報、特開平０５－
１９４９７号公報、特開平０５－７０５９５号公報、特開平１０－７３９４４号公報等に
記載のポリシリレン重合体が例示される。
【００４２】
　また、電荷発生層には低分子電荷輸送物質を含有させることができる。
　電荷発生層に併用できる低分子電荷輸送物質には、正孔輸送物質と電子輸送物質とがあ
る。
　電子輸送物質としては、たとえばクロルアニル、ブロムアニル、テトラシアノエチレン
、テトラシアノキノジメタン、２，４，７－トリニトロ－９－フルオレノン、２，４，５
，７－テトラニトロ－９－フルオレノン、２，４，５，７－テトラニトロキサントン、２
，４，８－トリニトロチオキサントン、２，６，８－トリニトロ－４Ｈ－インデノ〔１，
２－ｂ〕チオフェン－４－オン、１，３，７－トリニトロジベンゾチオフェン－５，５－
ジオキサイド、ジフェノキノン誘導体などの電子受容性物質が挙げられる。これらの電子
輸送物質は、単独または２種以上の混合物として用いることができる。
　正孔輸送物質としては、以下に表わされる電子供与性物質が挙げられ、良好に用いられ
る。正孔輸送物質としては、オキサゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾー
ル誘導体、モノアリールアミン誘導体、ジアリールアミン誘導体、トリアリールアミン誘
導体、スチルベン誘導体、α－フェニルスチルベン誘導体、ベンジジン誘導体、ジアリー
ルメタン誘導体、トリアリールメタン誘導体、９－スチリルアントラセン誘導体、ピラゾ
リン誘導体、ジビニルベンゼン誘導体、ヒドラゾン誘導体、インデン誘導体、ブタジェン
誘導体、ピレン誘導体等、ビススチルベン誘導体、エナミン誘導体等、その他公知の材料
が挙げられる。これらの正孔輸送物質は、単独または２種以上の混合物として用いること
ができる。
【００４３】
　電荷発生層を形成する方法には、真空薄膜作製法と溶液分散系からのキャスティング法
とが大きく挙げられる。
　前者の方法には、真空蒸着法、グロー放電分解法、イオンプレーティング法、スパッタ
リング法、反応性スパッタリング法、ＣＶＤ法等が用いられ、上述した無機系材料、有機
系材料が良好に形成できる。
　また、後述のキャスティング法によって電荷発生層を設けるには、上述した無機系もし
くは有機系電荷発生物質を必要ならばバインダー樹脂と共にテトラヒドロフラン、ジオキ
サン、ジオキソラン、トルエン、ジクロロメタン、モノクロロベンゼン、ジクロロエタン
、シクロヘキサノン、シクロペンタノン、アニソール、キシレン、メチルエチルケトン、
アセトン、酢酸エチル、酢酸ブチル等の溶媒を用いてボールミル、アトライター、サンド
ミル、ビーズミル等により分散し、分散液を適度に希釈して塗布することにより、形成で
きる。また、必要に応じて、ジメチルシリコーンオイル、メチルフェニルシリコーンオイ
ル等のレベリング剤を添加することができる。塗布は、浸漬塗工法やスプレーコート、ビ
ードコート、リングコート法などを用いて行なうことができる。
　以上のようにして設けられる電荷発生層の膜厚は、０．０１～５μｍ程度が適当であり
、好ましくは０．０５～２μｍである。
【００４４】
［電荷輸送層について］
　電荷輸送層は電荷輸送機能を有する層で、本発明の電荷輸送性構造を有する架橋表面層
は電荷輸送層として有用に用いられる。架橋表面層が電荷輸送層の全体である場合、前述
の架橋表面層作製方法に記載したように電荷発生層上に本発明のラジカル重合性組成物（
電荷輸送性構造を有しないラジカル重合性モノマー及び電荷輸送性構造を有するラジカル
重合性化合物；以下同じ）とフィラーを含有する塗工液を塗布、必要に応じて乾燥後、外
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部エネルギーにより硬化反応を開始させ、架橋表面層が形成される。このとき、架橋表面
層の膜厚は、１０～３０μｍ、好ましくは１０～２５μｍである。１０μｍより薄いと充
分な帯電電位が維持できず、３０μｍより厚いと硬化時の体積収縮により下層との剥離が
生じやすくなる。
【００４５】
　また、架橋表面層が電荷輸送層の表面部分に形成され、電荷輸送層が積層構造である場
合、電荷輸送層の下層部分は電荷輸送機能を有する電荷輸送物質および結着樹脂を適当な
溶剤に溶解ないし分散し、これを電荷発生層上に塗布、乾燥することにより形成し、この
上に上記本発明のラジカル重合性組成物とフィラーを含有する塗工液を塗布し、外部エネ
ルギーにより架橋硬化させる。
【００４６】
　電荷輸送物質としては、前記電荷発生層で記載した電子輸送物質、正孔輸送物質及び高
分子電荷輸送物質を用いることができる。前述したように高分子電荷輸送物質を用いるこ
とにより、表面層塗工時の下層の溶解性を低減でき、とりわけ有用である。
　結着樹脂としては、ポリスチレン、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－
ブタジエン共重合体、スチレン－無水マレイン酸共重合体、ポリエステル、ポリ塩化ビニ
ル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアリ
レート樹脂、フェノキシ樹脂、ポリカーボネート、酢酸セルロース樹脂、エチルセルロー
ス樹脂、ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビニルトルエン、ポリ－Ｎ
－ビニルカルバゾール、アクリル樹脂、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、
ウレタン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド樹脂等の熱可塑性または熱硬化性樹脂が挙げ
られる。
　電荷輸送物質の量は結着樹脂１００重量部に対し、２０～３００重量部、好ましくは４
０～１５０重量部が適当である。但し、高分子電荷輸送物質を用いる場合は、単独でも結
着樹脂との併用も可能である。
【００４７】
　電荷輸送層の下層部分の塗工に用いられる溶媒としては前記電荷発生層と同様なものが
使用できるが、電荷輸送物質及び結着樹脂を良好に溶解するものが適している。これらの
溶剤は単独で使用しても２種以上混合して使用しても良い。また、電荷輸送層の下層部分
の形成には電荷発生層と同様な塗工法が可能である。
　また、必要により可塑剤、レベリング剤を添加することもできる。
　電荷輸送層の下層部分に併用できる可塑剤としては、ジブチルフタレート、ジオクチル
フタレート等の一般の樹脂の可塑剤として使用されているものがそのまま使用でき、その
使用量は、結着樹脂１００重量部に対して０～３０重量部程度が適当である。
　電荷輸送層の下層部分に併用できるレベリング剤としては、ジメチルシリコーンオイル
、メチルフェニルシリコーンオイル等のシリコーンオイル類や、側鎖にパーフルオロアル
キル基を有するポリマーあるいはオリゴマーが使用され、その使用量は、結着樹脂１００
重量部に対して０～１重量部程度が適当である。
　電荷輸送層の下層部分の膜厚は、５～４０μｍ程度が適当であり、好ましくは１０～３
０μｍ程度が適当である。
【００４８】
　架橋表面層が電荷輸送層の表面部分である場合、前述の架橋表面層作製方法に記載した
ように、かかる電荷輸送層の下層部分上に本発明のラジカル重合性組成物を含有する塗工
液を塗布、必要に応じて乾燥後、熱や光の外部エネルギーにより硬化反応を開始させ、架
橋表面層が形成される。このとき、架橋表面層の膜厚は、１～２０μｍ、好ましくは２～
１０μｍである。１μｍより薄いと膜厚ムラによって耐久性がバラツキ、２０μｍより厚
いと電荷輸送層全体の膜厚が厚くなり電荷の拡散から画像の再現性が低下する。
【００４９】
［感光層が単層のもの］
　単層構造の感光層は電荷発生機能と電荷輸送機能を同時に有する層で、本発明の電荷輸
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送性構造を有する架橋表面層は電荷発生機能を有する電荷発生物質を含有させることによ
り、単層構造の感光層として有用に用いられる。上記の電荷発生層のキャスティング形成
方法に記載したように、電荷発生物質をラジカル重合性組成物を含有する塗工液と共に分
散し、電荷発生層上に塗布、必要に応じて乾燥後、外部エネルギーにより硬化反応を開始
させ、架橋表面層が形成される。なお、電荷発生物質はあらかじめ溶媒と共に分散した液
を本架橋表面層用塗工液に加えてもよい。このとき、架橋表面層の膜厚は、１０～３０μ
ｍ、好ましくは１０～２５μｍである。１０μｍより薄いと充分な帯電電位が維持できず
、３０μｍより厚いと硬化時の体積収縮により導電性基体または下引き層との剥離が生じ
やすくなる。
【００５０】
　また、架橋表面層が単層構造の感光層の表面部分である場合、感光層の下層部分は電荷
発生機能を有する電荷発生物質と電荷輸送機能を有する電荷輸送物質と結着樹脂を適当な
溶媒に溶解ないし分散し、これを塗布、乾燥することによって形成できる。また、必要に
より可塑剤やレベリング剤等を添加することもできる。電荷発生物質の分散方法、それぞ
れ電荷発生物質、電荷輸送物質、可塑剤、レベリング剤は前記電荷発生層、電荷輸送層に
おいて既に述べたものと同様なものが使用できる。結着樹脂としては、先に電荷輸送層の
項で挙げた結着樹脂のほかに、電荷発生層で挙げたバインダー樹脂を混合して用いてもよ
い。また、先に挙げた高分子電荷輸送物質も使用可能で、架橋表面層への下層感光層組成
物の混入を低減できる点で有用である。かかる感光層の下層部分の膜厚は、５～３０μｍ
程度が適当であり、好ましくは１０～２５μｍ程度が適当である。
【００５１】
　架橋表面層が単層構造の感光層の表面部分である場合、前述のようにかかる感光層の下
層部分上に本発明のラジカル重合性組成物と電荷発生物質を含有する塗工液を塗布、必要
に応じて乾燥後、熱や光の外部エネルギーにより硬化し、架橋表面層を形成する。このと
き、架橋表面層の膜厚は、１～２０μｍ、好ましくは２～１０μｍである。１μｍより薄
いと膜厚ムラによって耐久性のバラツキが生じる。
　単層構造の感光層中に含有される電荷発生物質は感光層全量に対し１～３０重量％が好
ましく、感光層の下層部分に含有される結着樹脂は全量の２０～８０重量％、電荷輸送物
質は１０～７０重量部が良好に用いられる。
【００５２】
［中間層について］
　本発明の感光体においては、架橋表面層が感光層の表面部分となる場合、架橋表面層へ
の下層成分混入を抑える又は下層との接着性を改善する目的で中間層を設けることが可能
である。この中間層はラジカル重合性組成物を含有する最表面層中に下部感光層組成物の
混入により生ずる、硬化反応の阻害や架橋表面層の凹凸を防止する。また、下層の感光層
と表面架橋層の接着性を向上させることも可能である。
　中間層には、一般にバインダー樹脂を主成分として用いる。これら樹脂としては、ポリ
アミド、アルコール可溶性ナイロン、水溶性ポリビニルブチラール、ポリビニルブチラー
ル、ポリビニルアルコールなどが挙げられる。中間層の形成法としては、前述のごとく一
般に用いられる塗工法が採用される。なお、中間層の厚さは０．０５～２μｍ程度が適当
である。
【００５３】
［下引き層について］
　本発明の感光体においては、導電性支持体と感光層との間に下引き層を設けることがで
きる。下引き層は一般には樹脂を主成分とするが、これらの樹脂はその上に感光層を溶剤
で塗布することを考えると、一般の有機溶剤に対して耐溶剤性の高い樹脂であることが望
ましい。このような樹脂としては、ポリビニルアルコール、カゼイン、ポリアクリル酸ナ
トリウム等の水溶性樹脂、共重合ナイロン、メトキシメチル化ナイロン等のアルコール可
溶性樹脂、ポリウレタン、メラミン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド－メラミン樹脂、
エポキシ樹脂等、三次元網目構造を形成する硬化型樹脂等が挙げられる。また、下引き層



(16) JP 4762223 B2 2011.8.31

10

20

30

40

50

にはモアレ防止、残留電位の低減等のために酸化チタン、シリカ、アルミナ、酸化ジルコ
ニウム、酸化スズ、酸化インジウム等で例示できる金属酸化物の微粉末顔料を加えてもよ
い。
　これらの下引き層は、前述の感光層の如く適当な溶媒及び塗工法を用いて形成すること
ができる。更に本発明の下引き層として、シランカップリング剤、チタンカップリング剤
、クロムカップリング剤等を使用することもできる。この他、本発明の下引き層には、Ａ
ｌ２Ｏ３を陽極酸化にて設けたものや、ポリパラキシリレン（パリレン）等の有機物やＳ
ｉＯ２、ＳｎＯ２、ＴｉＯ２、ＩＴＯ、ＣｅＯ２等の無機物を真空薄膜作成法にて設けた
ものも良好に使用できる。このほかにも公知のものを用いることができる。下引き層の膜
厚は０～５μｍが適当である。
【００５４】
［各層への酸化防止剤の添加について］
　また、本発明においては、耐環境性の改善のため、とりわけ、感度低下、残留電位の上
昇を防止する目的で、架橋表面層、電荷発生層、電荷輸送層、下引き層、中間層等の各層
に酸化防止剤を添加することができる。
　本発明に用いることができる酸化防止剤として、下記のものが挙げられる。
【００５５】
（フェノール系化合物）
　２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、ブチル化ヒドロキシアニソール、２，６－
ジ－ｔ－ブチル－４－エチルフェノール、ステアリル－β－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－
４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、２，２’－メチレン－ビス－（４－メチル－
６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メチレン－ビス－（４－エチル－６－ｔ－ブチ
ルフェノール）、４，４’－チオビス－（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４
，４’－ブチリデンビス－（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、１，１，３－ト
リス－（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔ－ブチルフェニル）ブタン、１，３，５－
トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）
ベンゼン、テトラキス－［メチレン－３－（３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロ
キシフェニル）プロピオネート］メタン、ビス［３，３’－ビス（４’－ヒドロキシ－３
’－ｔ－ブチルフェニル）ブチリックアッシド］クリコ－ルエステル、トコフェロール類
など。
【００５６】
（パラフェニレンジアミン類）
　Ｎ－フェニル－Ｎ’－イソプロピル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－ｓｅｃ
－ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ－フェニル－Ｎ－ｓｅｃ－ブチル－ｐ－フェニレ
ンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－イソプロピル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジメチ
ル－Ｎ，Ｎ’－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－フェニレンジアミンなど。
【００５７】
（ハイドロキノン類）
　２，５－ジ－ｔ－オクチルハイドロキノン、２，６－ジドデシルハイドロキノン、２－
ドデシルハイドロキノン、２－ドデシル－５－クロロハイドロキノン、２－ｔ－オクチル
－５－メチルハイドロキノン、２－（２－オクタデセニル）－５－メチルハイドロキノン
など。
【００５８】
（有機硫黄化合物類）
　ジラウリル－３，３’－チオジプロピオネート、ジステアリル－３，３’－チオジプロ
ピオネート、ジテトラデシル－３，３’－チオジプロピオネートなど。
【００５９】
（有機燐化合物類）
　トリフェニルホスフィン、トリ（ノニルフェニル）ホスフィン、トリ（ジノニルフェニ
ル）ホスフィン、トリクレジルホスフィン、トリ（２，４－ジブチルフェノキシ）ホスフ
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ィンなど。
　これら化合物は、ゴム、プラスチック、油脂類などの酸化防止剤として知られており、
市販品を容易に入手できる。
　本発明における酸化防止剤の添加量は、添加する層の総重量に対して０．０１～１０重
量％である。
【００６０】
［架橋表面層］
　本発明に用いられる電荷輸送性を有しない３官能以上のラジカル重合性モノマーとは、
例えばトリアリールアミン、ヒドラゾン、ピラゾリン、カルバゾールなどの正孔輸送性構
造、例えば縮合多環キノン、ジフェノキノン、シアノ基やニトロ基を有する電子吸引性芳
香族環などの電子輸送構造を有しておらず、且つラジカル重合性官能基を３個以上有する
モノマーを指す。このラジカル重合性官能基とは、炭素－炭素２重結合を有し、ラジカル
重合可能な基であれば何れでもよい。これらラジカル重合性官能基としては、例えば、下
記に示す１－置換エチレン官能基、１，１－置換エチレン官能基等が挙げられる。
（１）１－置換エチレン官能基としては、例えば以下の式で表される官能基が挙げられる
。
ＣＨ２＝ＣＨ－Ｘ２－　　　式（Ｉ）
（ただし、式中、Ｘ２は、置換基を有していてもよいフェニレン基、ナフチレン基等のア
リーレン基、置換基を有していてもよいアルケニレン基、－ＣＯ－基、－ＣＯＯ－基、－
ＣＯＮ（Ｒ３６）－基（Ｒ３６は、水素、メチル基、エチル基等のアルキル基、ベンジル
基、ナフチルメチル基、フェネチル基等のアラルキル基、フェニル基、ナフチル基等のア
リール基を表す。）、または－Ｓ－基を表す。）
【００６１】
　これらの置換基を具体的に例示すると、ビニル基、スチリル基、２－メチル－１，３－
ブタジエニル基、ビニルカルボニル基、アクリロイルオキシ基、アクリロイルアミド基、
ビニルチオエーテル基等が挙げられる。
（２）１，１－置換エチレン官能基としては、例えば以下の式で表される官能基が挙げら
れる。
ＣＨ２＝Ｃ（Ｙ４）－Ｘ３－　　　式（II）
（ただし、式中、Ｙ４は、置換基を有していてもよいアルキル基、置換基を有していても
よいアラルキル基、置換基を有していてもよいフェニル基、ナフチル基等のアリール基、
ハロゲン原子、シアノ基、ニトロ基、メトキシ基あるいはエトキシ基等のアルコキシ基、
－ＣＯＯＲ３７基（Ｒ３７は、水素原子、置換基を有していてもよいメチル基、エチル基
等のアルキル基、置換基を有していてもよいベンジル、フェネチル基等のアラルキル基、
置換基を有していてもよいフェニル基、ナフチル基等のアリール基、または－ＣＯＮＲ３

８Ｒ３９（Ｒ３８およびＲ３９は、水素原子、置換基を有していてもよいメチル基、エチ
ル基等のアルキル基、置換基を有していてもよいベンジル基、ナフチルメチル基、あるい
はフェネチル基等のアラルキル基、または置換基を有していてもよいフェニル基、ナフチ
ル基等のアリール基を表し、互いに同一または異なっていてもよい。）、また、Ｘ３は上
記式（Ｉ）のＸ２と同一の置換基及び単結合、アルキレン基を表す。ただし、Ｙ４，Ｘ３

の少なくとも何れか一方がオキシカルボニル基、シアノ基、アルケニレン基、及び芳香族
環である。）
　これらの置換基を具体的に例示すると、α－塩化アクリロイルオキシ基、メタクリロイ
ルオキシ基、α－シアノエチレン基、α－シアノアクリロイルオキシ基、α－シアノフェ
ニレン基、メタクリロイルアミノ基等が挙げられる。
　なお、これらＸ２、Ｘ３、Ｙ４についての置換基にさらに置換される置換基としては、
例えばハロゲン原子、ニトロ基、シアノ基、メチル基、エチル基等のアルキル基、メトキ
シ基、エトキシ基等のアルコキシ基、フェノキシ基等のアリールオキシ基、フェニル基、
ナフチル基等のアリール基、ベンジル基、フェネチル基等のアラルキル基等が挙げられる
。
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　これらのラジカル重合性官能基の中では、特にアクリロイルオキシ基、メタクリロイル
オキシ基が有用であり、３個以上のアクリロイルオキシ基を有する化合物は、例えば水酸
基がその分子中に３個以上ある化合物とアクリル酸（塩）、アクリル酸ハライド、アクリ
ル酸エステルを用い、エステル反応あるいはエステル交換反応させることにより得ること
ができる。また、３個以上のメタクリロイルオキシ基を有する化合物も同様にして得るこ
とができる。また、ラジカル重合性官能基を３個以上有する単量体中のラジカル重合性官
能基は、同一でも異なっても良い。
　電荷輸送性構造を有しない３官能以上の具体的なラジカル重合性モノマーとしては、以
下のものが例示されるが、これらの化合物に限定されるものではない。
　すなわち、本発明において使用する上記ラジカル重合性モノマーとしては、例えば、ト
リメチロールプロパントリアクリレート（ＴＭＰＴＡ）、トリメチロールプロパントリメ
タクリレート、ＨＰＡ変性トリメチロールプロパントリアクリレート、ＥＯ変性トリメチ
ロールプロパントリアクリレート、ＰＯ変性トリメチロールプロパントリアクリレート、
カプロラクトン変性トリメチロールプロパントリアクリレート、ＨＰＡ変性トリメチロー
ルプロパントリメタクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリス
リトールテトラアクリレート（ＰＥＴＴＡ）、グリセロールトリアクリレート、ＥＣＨ変
性グリセロールトリアクリレート、ＥＯ変性グリセロールトリアクリレート、ＰＯ変性グ
リセロールトリアクリレート、トリス（アクリロキシエチル）イソシアヌレート、ジペン
タエリスリトールヘキサアクリレート（ＤＰＨＡ）、カプロラクトン変性ジペンタエリス
リトールヘキサアクリレート、ジペンタエリスリトールヒドロキシペンタアクリレート、
アルキル変性ジペンタエリスリトールペンタアクリレート、アルキル変性ジペンタエリス
リトールテトラアクリレート、アルキル変性ジペンタエリスリトールトリアクリレート、
ジメチロールプロパンテトラアクリレート（ＤＴＭＰＴＡ）、ペンタエリスリトールエト
キシテトラアクリレート、ＥＯ変性リン酸トリアクリレート、２，２，５，５，－テトラ
ヒドロキシメチルシクロペンタノンテトラアクリレートなどが挙げられ、これらは、単独
又は２種類以上を併用しても差し支えない。
【００６２】
　また、本発明に用いられる電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性モノ
マーの成分割合は、架橋表面層全量に対し２０～８０重量％、好ましくは３０～７０重量
％である。モノマー成分が２０重量％未満では架橋表面層の３次元架橋結合密度が少なく
、従来の熱可塑性バインダー樹脂を用いた場合に比べ飛躍的な耐摩耗性向上が達成されな
い。また、８０重量％以上では電荷輸送性化合物の含有量が低下し、電気的特性の劣化が
生じる。使用されるプロセスによって要求される耐摩耗性や電気特性が異なるため一概に
は言えないが、両特性のバランスを考慮すると３０～７０重量％の範囲が最も好ましい。
【００６３】
　本発明に用いられる電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物とは、例えばトリア
リールアミン、ヒドラゾン、ピラゾリン、カルバゾールなどの正孔輸送性構造、例えば縮
合多環キノン、ジフェノキノン、シアノ基やニトロ基を有する電子吸引性芳香族環などの
電子輸送構造を有しており、且つラジカル重合性官能基を有する化合物を指す。このラジ
カル重合性官能基としては、先のラジカル重合性モノマーで示したものが挙げられ、特に
アクリロイルオキシ基、メタクリロイルオキシ基が有用である。
【００６４】
　また、電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物は、官能基が、２官能以上の多官
能のものを使用することが出来るが、膜質及び静電特性的に、１官能であるものが好まし
い。これは、２官能以上の電荷輸送性化合物を用いた場合は複数の結合で架橋構造中に固
定されるが、電荷輸送性構造が非常に嵩高いため硬化樹脂中に歪みが発生し架橋表面層の
内部応力が高くなり、キャリア付着等でクラックや傷の発生を引き起こしやすくなる。５
μｍ以下の膜厚の場合、特に問題とはならないが、５μｍを越える膜を形成した場合、前
記架橋表面層の内部応力が非常に高くなり、架橋直後にクラックが発生しやすくなる。
【００６５】
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　また静電的特性においても、２官能以上の電荷輸送性化合物を用いた場合は複数の結合
で架橋構造中に固定されるため、電荷輸送時の中間体構造（カチオンラジカル）が安定し
て保てず、電荷のトラップによる感度の低下、残留電位の上昇が起こしやすくなる。これ
らの電気的特性の劣化は、画像濃度低下、文字の細り等の画像として現れる。このような
ことから、電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物は、１官能の電荷輸送性構造を
有するラジカル重合性化合物を用い、架橋結合間にペンダント状に固定化することにより
、クラックや傷の発生、及び静電的特性の安定化しやすくなる。
【００６６】
　また、電荷輸送性構造としてはトリアリールアミン構造の効果が高い。また官能基数が
１つであるものが好ましく、さらには下記一般式（１）又は一般式（２）の構造で示され
る化合物を用いた場合、感度、残留電位等の電気的特性が良好に持続される。
【００６７】
【化１】

【００６８】

【化２】

【００６９】
　（式中、Ｒ１は水素原子、ハロゲン原子、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を
有してもよいアラルキル基、置換基を有してもよいアリール基、シアノ基、ニトロ基、ア
ルコキシ基、－ＣＯＯＲ７（Ｒ７は水素原子、置換基を有してもよいアルキル基、置換基
を有してもよいアラルキル基又は置換基を有してもよいアリール基）、ハロゲン化カルボ
ニル基若しくはＣＯＮＲ８Ｒ９（Ｒ８及びＲ９は水素原子、ハロゲン原子、置換基を有し
てもよいアルキル基、置換基を有してもよいアラルキル基又は置換基を有してもよいアリ
ール基を示し、互いに同一であっても異なっていてもよい）を表わし、Ａｒ１、Ａｒ２は
置換もしくは未置換のアリーレン基を表わし、同一であっても異なってもよい。Ａｒ３、
Ａｒ４は置換もしくは未置換のアリール基を表わし、同一であっても異なってもよい。Ｘ
は単結合、置換もしくは無置換のアルキレン基、置換もしくは無置換のシクロアルキレン
基、置換もしくは無置換のアルキレンエーテル基、酸素原子、硫黄原子、ビニレン基を表
わす。Ｚは置換もしくは無置換のアルキレン基、置換もしくは無置換のアルキレンエーテ
ル基、アルキレンオキシカルボニル基を表わす。ｍ、ｎは０～３の整数を表わす。）
【００７０】
　以下に、一般式（１）、（２）の具体例を示す。
　前記一般式（１）、（２）において、Ｒ１の置換基中、アルキル基としては、例えばメ
チル基、エチル基、プロピル基、ブチル基等、アリール基としては、フェニル基、ナフチ
ル基等が、アラルキル基としては、ベンジル基、フェネチル基、ナフチルメチル基が、ア
ルコキシ基としては、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基等がそれぞれ挙げられ、こ
れらは、ハロゲン原子、ニトロ基、シアノ基、メチル基、エチル基等のアルキル基、メト
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、ナフチル基等のアリール基、ベンジル基、フェネチル基等のアラルキル基等により置換
されていても良い。
　Ｒ１の置換基のうち、特に好ましいものは水素原子、メチル基である。
　置換もしくは未置換のＡｒ３、Ａｒ４はアリール基であり、アリール基としては縮合多
環式炭化水素基、非縮合環式炭化水素基及び複素環基が挙げられる。
　該縮合多環式炭化水素基としては、好ましくは環を形成する炭素数が１８個以下のもの
、例えば、ペンタニル基、インデニル基、ナフチル基、アズレニル基、ヘプタレニル基、
ビフェニレニル基、ａｓ－インダセニル基、ｓ－インダセニル基、フルオレニル基、アセ
ナフチレニル基、プレイアデニル基、アセナフテニル基、フェナレニル基、フェナントリ
ル基、アントリル基、フルオランテニル基、アセフェナントリレニル基、アセアントリレ
ニル基、トリフェニレル基、ピレニル基、クリセニル基、及びナフタセニル基等が挙げら
れる。
【００７１】
　該非縮合環式炭化水素基としては、ベンゼン、ジフェニルエーテル、ポリエチレンジフ
ェニルエーテル、ジフェニルチオエーテル及びジフェニルスルホン等の単環式炭化水素化
合物の１価基、あるいはビフェニル、ポリフェニル、ジフェニルアルカン、ジフェニルア
ルケン、ジフェニルアルキン、トリフェニルメタン、ジスチリルベンゼン、１，１－ジフ
ェニルシクロアルカン、ポリフェニルアルカン、及びポリフェニルアルケン等の非縮合多
環式炭化水素化合物の１価基、あるいは９，９－ジフェニルフルオレン等の環集合炭化水
素化合物の１価基が挙げられる。
　複素環基としては、カルバゾール、ジベンゾフラン、ジベンゾチオフェン、オキサジア
ゾール、及びチアジアゾール等の１価基が挙げられる。
【００７２】
　また、前記Ａｒ３、Ａｒ４で表わされるアリール基は例えば以下に示すような置換基を
有してもよい。
（１）ハロゲン原子、シアノ基、ニトロ基等。
（２）アルキル基、好ましくは、Ｃ１～Ｃ１２とりわけＣ１～Ｃ８、さらに好ましくはＣ

１～Ｃ４の直鎖または分岐鎖のアルキル基であり、これらのアルキル基にはさらにフッ素
原子、水酸基、シアノ基、Ｃ１～Ｃ４のアルコキシ基、フェニル基又はハロゲン原子、Ｃ

１～Ｃ４のアルキル基もしくはＣ１～Ｃ４のアルコキシ基で置換されたフェニル基を有し
ていてもよい。具体的にはメチル基、エチル基、ｎ－ブチル基、ｉ－プロピル基、ｔ－ブ
チル基、ｓ－ブチル基、ｎ－プロピル基、トリフルオロメチル基、２－ヒドロキエチル基
、２－エトキシエチル基、２－シアノエチル基、２－メトキシエチル基、ベンジル基、４
－クロロベンジル基、４－メチルベンジル基、４－フェニルベンジル基等が挙げられる。
（３）アルコキシ基（－ＯＲ２）であり、Ｒ２は（２）で定義したアルキル基を表わす。
具体的には、メトキシ基、エトキシ基、ｎ－プロポキシ基、ｉ－プロポキシ基、ｔ－ブト
キシ基、ｎ－ブトキシ基、ｓ－ブトキシ基、ｉ－ブトキシ基、２－ヒドロキシエトキシ基
、ベンジルオキシ基、トリフルオロメトキシ基等が挙げられる。
（４）アリールオキシ基であり、アリール基としてはフェニル基、ナフチル基が挙げられ
る。これは、Ｃ１～Ｃ４のアルコキシ基、Ｃ１～Ｃ４のアルキル基またはハロゲン原子を
置換基として含有してもよい。具体的には、フェノキシ基、１－ナフチルオキシ基、２－
ナフチルオキシ基、４－メトキシフェノキシ基、４－メチルフェノキシ基等が挙げられる
。
（５）アルキルメルカプト基またはアリールメルカプト基であり、具体的にはメチルチオ
基、エチルチオ基、フェニルチオ基、ｐ－メチルフェニルチオ基等が挙げられる。
（６）
【００７３】
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【００７４】
（式中、Ｒ３及びＲ４は各々独立に水素原子、前記（２）で定義したアルキル基、または
アリール基を表わす。アリール基としては、例えばフェニル基、ビフェニル基又はナフチ
ル基が挙げられ、これらはＣ１～Ｃ４のアルコキシ基、Ｃ１～Ｃ４のアルキル基またはハ
ロゲン原子を置換基として含有してもよい。Ｒ３及びＲ４は共同で環を形成してもよい）
　具体的には、アミノ基、ジエチルアミノ基、Ｎ－メチル－Ｎ－フェニルアミノ基、Ｎ，
Ｎ－ジフェニルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジ（トリール）アミノ基、ジベンジルアミノ基、ピペ
リジノ基、モルホリノ基、ピロリジノ基等が挙げられる。
（７）メチレンジオキシ基、又はメチレンジチオ基等のアルキレンジオキシ基又はアルキ
レンジチオ基等が挙げられる。
（８）置換又は無置換のスチリル基、置換又は無置換のβ－フェニルスチリル基、ジフェ
ニルアミノフェニル基、ジトリルアミノフェニル基等。
　前記Ａｒ１、Ａｒ２で表わされるアリーレン基としては、前記Ａｒ３、Ａｒ４で表され
るアリール基から誘導される２価基である。
　前記Ｘは単結合、置換もしくは無置換のアルキレン基、置換もしくは無置換のシクロア
ルキレン基、置換もしくは無置換のアルキレンエーテル基、酸素原子、硫黄原子、ビニレ
ン基を表わす。
　置換もしくは無置換のアルキレン基としては、Ｃ１～Ｃ１２、好ましくはＣ１～Ｃ８、
さらに好ましくはＣ１～Ｃ４の直鎖または分岐鎖のアルキレン基であり、これらのアルキ
レン基にはさらにフッ素原子、水酸基、シアノ基、Ｃ１～Ｃ４のアルコキシ基、フェニル
基又はハロゲン原子、Ｃ１～Ｃ４のアルキル基もしくはＣ１～Ｃ４のアルコキシ基で置換
されたフェニル基を有していてもよい。具体的にはメチレン基、エチレン基、ｎ－ブチレ
ン基、ｉ－プロピレン基、ｔ－ブチレン基、ｓ－ブチレン基、ｎ－プロピレン基、トリフ
ルオロメチレン基、２－ヒドロキエチレン基、２－エトキシエチレン基、２－シアノエチ
レン基、２－メトキシエチレン基、ベンジリデン基、フェニルエチレン基、４－クロロフ
ェニルエチレン基、４－メチルフェニルエチレン基、４－ビフェニルエチレン基等が挙げ
られる。
　置換もしくは無置換のシクロアルキレン基としては、Ｃ５～Ｃ７の環状アルキレン基で
あり、これらの環状アルキレン基にはフッ素原子、水酸基、Ｃ１～Ｃ４のアルキル基、Ｃ

１～Ｃ４のアルコキシ基を有していても良い。具体的にはシクロヘキシリデン基、シクロ
へキシレン基、３，３－ジメチルシクロヘキシリデン基等が挙げられる。
　置換もしくは無置換のアルキレンエーテル基としては、エチレンオキシ、プロピレンオ
キシ、エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレングリコール、テトラエチ
レングリコール、トリプロピレングリコールを表わし、アルキレンエーテル基アルキレン
基はヒドロキシル基、メチル基、エチル基等の置換基を有してもよい。
　ビニレン基は、
【００７５】
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【化４】

【００７６】
で表わされ、
　Ｒ５は水素、アルキル基（前記（２）で定義されるアルキル基と同じ）、アリール基（
前記Ａｒ３、Ａｒ４で表わされるアリール基と同じ）、ａは１または２、ｂは１～３を表
わす。
　前記Ｚは置換もしくは未置換のアルキレン基、置換もしくは無置換のアルキレンエーテ
ル基、アルキレンオキシカルボニル基を表わす。
　置換もしくは未置換のアルキレン基としは、前記Ｘのアルキレン基と同様なものが挙げ
られる。
　置換もしくは無置換のアルキレンエーテル基としては、前記Ｘのアルキレンエーテル基
が挙げられる。
　アルキレンオキシカルボニル基としては、カプロラクトン変性基が挙げられる。
　また、本発明の１官能の電荷輸送構造を有するラジカル重合性化合物として更に好まし
くは、下記一般式（３）の構造の化合物が挙げられる。
【００７７】
【化５】

【００７８】
（式中、ｏ、ｐ、ｑはそれぞれ０又は１の整数、Ｒａは水素原子、メチル基を表わし、Ｒ
ｂ、Ｒｃは水素原子以外の置換基で炭素数１～６のアルキル基を表わし、複数の場合は異
なっても良い。ｓ、ｔは０～３の整数を表わす。Ｚａは単結合、メチレン基、エチレン基
、
【００７９】

【化６】

【００８０】
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を表わす。）
　上記一般式で表わされる化合物としては、Ｒｂ、Ｒｃの置換基として、特にメチル基、
エチル基である化合物が好ましい。
　本発明で用いる上記一般式（１）及び（２）特に（３）の１官能性の電荷輸送構造を有
するラジカル重合性化合物は、炭素－炭素間の二重結合が両側に開放されて重合するため
、末端構造とはならず、連鎖重合体中に組み込まれ、３官能以上のラジカル重合性モノマ
ーとの重合で架橋形成された重合体中では、高分子の主鎖中に存在し、かつ主鎖－主鎖間
の架橋鎖中に存在（この架橋鎖には１つの高分子と他の高分子間の分子間架橋鎖と、１つ
の高分子内で折り畳まれた状態の主鎖のある部位と主鎖中でこれから離れた位置に重合し
たモノマー由来の他の部位とが架橋される分子内架橋鎖とがある）するが、主鎖中に存在
する場合であってもまた架橋鎖中に存在する場合であっても、鎖部分から懸下するトリア
リールアミン構造は、窒素原子から放射状方向に配置する少なくとも３つのアリール基を
有し、バルキーであるが、鎖部分に直接結合しておらず鎖部分からカルボニル基等を介し
て懸下しているため立体的位置取りに融通性ある状態で固定されているので、これらトリ
アリールアミン構造は重合体中で相互に程よく隣接する空間配置が可能であるため、分子
内の構造的歪みが少なく、また、電子写真感光体の表面層とされた場合に、電荷輸送経路
の断絶を比較的免れた分子内構造を採りうるものと推測される。
【００８１】
　また、本発明に用いられる電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物は、架橋表面
層の電荷輸送性能を付与するために重要で、この成分は架橋表面層全量に対し２０～８０
重量％、好ましくは３０～７０重量％である。この成分が２０重量％未満では架橋表面層
の電荷輸送性能が充分に保てず、繰り返しの使用で感度低下、残留電位上昇などの電気特
性の劣化が現れる。また、８０重量％以上では電荷輸送構造を有しない３官能モノマーの
含有量が低下し、架橋結合密度の低下を招き高い耐摩耗性が発揮されない。使用されるプ
ロセスによって要求される電気特性や耐摩耗性が異なるため一概には言えないが、両特性
のバランスを考慮すると３０～７０重量％の範囲が最も好ましい。
【００８２】
　光本発明の表面層は、少なくとも電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合
性モノマーと電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物を硬化したものであるが、こ
れ以外に塗工時の粘度調整、架橋表面層の応力緩和、低表面エネルギー化や摩擦係数低減
などの機能付与の目的で１官能及び２官能のラジカル重合性モノマー及びラジカル重合性
オリゴマーを併用することができる。これらのラジカル重合性モノマー、オリゴマーとし
ては、公知のものが利用できる。
【００８３】
　１官能のラジカルモノマーとしては、例えば、２－エチルヘキシルアクリレート、２－
ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシプロピルアクリレート、テトラヒドロフ
ルフリルアクリレート、２－エチルヘキシルカルビトールアクリレート、３－メトキシブ
チルアクリレート、ベンジルアクリレート、シクロヘキシルアクリレート、イソアミルア
クリレート、イソブチルアクリレート、メトキシトリエチレングリコールアクリレート、
フェノキシテトラエチレングリコールアクリレート、セチルアクリレート、イソステアリ
ルアクリレート、ステアリルアクリレート、スチレンモノマーなどが挙げられる。
【００８４】
　２官能のラジカル重合性モノマーとしては、例えば、１，３－ブタンジオールジアクリ
レート、１，４－ブタンジオールジアクリレート、１，４－ブタンジオールジメタクリレ
ート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジメタクリ
レート、ジエチレングリコールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート
、ＥＯ変性ビスフェノールＡジアクリレート、ＥＯ変性ビスフェノールＦジアクリレート
、ネオペンチルグリコールジアクリレートなどが挙げられる。
【００８５】
　機能性モノマーとしては、例えば、オクタフルオロペンチルアクリレート、２－パーフ
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ルオロオクチルエチルアクリレート、２－パーフルオロオクチルエチルメタクリレート、
２－パーフルオロイソノニルエチルアクリレートなどのフッ素原子を置換したもの、特公
平５－６０５０３号公報、特公平６－４５７７０号公報記載のシロキサン繰り返し単位：
２０～７０のアクリロイルポリジメチルシロキサンエチル、メタクリロイルポリジメチル
シロキサンエチル、アクリロイルポリジメチルシロキサンプロピル、アクリロイルポリジ
メチルシロキサンブチル、ジアクリロイルポリジメチルシロキサンジエチルなどのポリシ
ロキサン基を有するビニルモノマー、アクリレート及びメタクリレートが挙げられる。
【００８６】
　ラジカル重合性オリゴマーとしては、例えば、エポキシアクリレート系、ウレタンアク
リレート系、ポリエステルアクリレート系オリゴマーが挙げられる。但し、１官能及び２
官能のラジカル重合性モノマーやラジカル重合性オリゴマーを多量に含有させると架橋表
面層の３次元架橋結合密度が実質的に低下し、耐摩耗性の低下を招く。このためこれらの
モノマーやオリゴマーの含有量は、３官能以上のラジカル重合性モノマー１００重量部に
対し５０重量部以下、好ましくは３０重量部以下に制限される。
【００８７】
　また、本発明の表面層は少なくとも電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重
合性モノマーと電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物を光エネルギー照射により
硬化したものであるが、必要に応じてこの架橋反応を効率よく進行させるために架橋表面
層中に重合開始剤を使用してもよい。
【００８８】
　重合開始剤としては、ジエトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフ
ェニルエタン－１－オン、１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン、４－（
２－ヒドロキシエトキシ）フェニル－（２－ヒドロキシ－２－プロピル）ケトン、２－ベ
ンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）ブタノン－１、２－ヒ
ドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、２－メチル－２－モルフォリ
ノ（４－メチルチオフェニル）プロパン－１－オン、１－フェニル－１，２－プロパンジ
オン－２－（ｏ－エトキシカルボニル）オキシム、などのアセトフェノン系またはケター
ル系光重合開始剤、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル
、ベンゾインイソブチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、などのベンゾイン
エーテル系光重合開始剤、ベンゾフェノン、４－ヒドロキシベンゾフェノン、ｏ－ベンゾ
イル安息香酸メチル、２－ベンゾイルナフタレン、４－ベンゾイルビフェニル、４－ベン
ゾイルフェニールエーテル、アクリル化ベンゾフェノン、１，４－ベンゾイルベンゼン、
などのベンゾフェノン系光重合開始剤、２－イソプロピルチオキサントン、２－クロロチ
オキサントン、２，４－ジメチルチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン、２
，４－ジクロロチオキサントン、などのチオキサントン系光重合開始剤、その他の光重合
開始剤としては、エチルアントラキノン、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニル
ホスフィンオキサイド、２，４，６－トリメチルベンゾイルフェニルエトキシホスフィン
オキサイド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキサイド
、ビス（２，４－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルホスフィン
オキサイド、メチルフェニルグリオキシエステル、９，１０－フェナントレン、アクリジ
ン系化合物、トリアジン系化合物、イミダゾール系化合物、が挙げられる。また、光重合
促進効果を有するものを単独または上記光重合開始剤と併用して用いることもできる。例
えば、トリエタノールアミン、メチルジエタノールアミン、４－ジメチルアミノ安息香酸
エチル、４－ジメチルアミノ安息香酸イソアミル、安息香酸（２－ジメチルアミノ）エチ
ル、４，４’－ジメチルアミノベンゾフェノン、などが挙げられる。
【００８９】
　これらの重合開始剤は１種又は２種以上を混合して用いてもよい。重合開始剤の含有量
は、ラジカル重合性を有する総含有物１００重量部に対し、０．５～４０重量部、好まし
くは１～２０重量部である。
【００９０】
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　更に、本発明の塗工液は必要に応じて各種可塑剤（応力緩和や接着性向上の目的）、レ
ベリング剤、ラジカル反応性を有しない低分子電荷輸送物質などの添加剤が含有できる。
これらの添加剤は公知のものが使用可能であり、可塑剤としてはジブチルフタレート、ジ
オクチルフタレート等の一般の樹脂に使用されているものが利用可能で、その使用量は塗
工液の総固形分に対し２０重量％以下、好ましくは１０％以下に抑えられる。また、レベ
リング剤としては、ジメチルシリコーンオイル、メチルフェニルシリコーンオイル等のシ
リコーンオイル類や、側鎖にパーフルオロアルキル基を有するポリマーあるいはオリゴマ
ーが利用でき、その使用量は塗工液の総固形分に対し３重量％以下が適当である。
【００９１】
　本発明の架橋表面層は、少なくとも電荷輸送構造を有しない３官能以上のラジカル重合
性モノマーと電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物を含有する塗工液を塗布、硬
化することにより形成される。かかる塗工液はラジカル重合性モノマーが液体である場合
、これに他の成分を溶解して塗布することも可能であるが、必要に応じて溶媒により希釈
して塗布される。このとき用いられる溶媒としては、メタノール、エタノール、プロパノ
ール、ブタノールなどのアルコール系、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチ
ルケトン、シクロヘキサノンなどのケトン系、酢酸エチル、酢酸ブチルなどのエステル系
、テトラヒドロフラン、ジオキサン、プロピルエーテルなどのエーテル系、ジクロロメタ
ン、ジクロロエタン、トリクロロエタン、クロロベンゼンなどのハロゲン系、ベンゼン、
トルエン、キシレンなどの芳香族系、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、セロソルブ
アセテートなどのセロソルブ系などが挙げられる。これらの溶媒は単独または２種以上を
混合して用いてもよい。溶媒による希釈率は組成物の溶解性、塗工法、目的とする膜厚に
より変わり、任意である。塗布は、浸漬塗工法やスプレーコート、ビードコート、リング
コート法などを用いて行なうことができる。
【００９２】
　本発明においては、かかる塗工液を塗布後、外部から光エネルギーを与え硬化させる。
光のエネルギーとしては主に紫外光に発光波長をもつ高圧水銀灯やメタルハライドランプ
などの紫外線照射光源が利用できるが、ラジカル重合性含有物や光重合開始剤の吸収波長
に合わせ可視光光源の選択も可能である。照射光量は３００ｍＷ／ｃｍ２以上、１０００
ｍＷ／ｃｍ２以下が好ましく、３００ｍＷ／ｃｍ２未満では硬化反応に時間を要する。１
０００ｍＷ／ｃｍ２より強いと反応の進行が不均一となり、架橋表面層の荒れが激しくな
る。
【００９３】
　また光エネルギーにより硬化するときには、酸素による架橋阻害を防止するために、酸
素濃度を低減することが好ましい。
　架橋表面層塗工液に含有される組成物においては、バインダー樹脂を含有させることも
感光体表面の平滑性、電気特性、あるいは耐久性を損なわない範囲であれば可能である。
しかし塗工液にバインダー樹脂などの高分子材料を含有させると、ラジカル重合性組成物
（ラジカル重合性モノマー及び電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物）の硬化反
応より生成した高分子との相溶性の悪さから相分離が生じ、架橋表面層表面の凹凸が激し
くなる。したがって、バインダー樹脂は使用しない方が好ましい。
【００９４】
　本発明の架橋表面層においては、電気的特性を維持するため嵩高い電荷輸送性構造を含
有させ、且つ高強度化のため架橋結合密度を高める必要がある。この様な架橋表面層塗工
後の硬化にあたっては、非常に高いエネルギーを外部から加え急激に反応を進めると、硬
化が不均一に進行し架橋膜表面の凹凸が激しくなる。このため光の照射強度、重合開始剤
量により反応速度制御が可能な光の外部エネルギーを用いたものが好ましい。
【００９５】
　本発明の架橋表面層形成材料を用いた場合において、塗工方法について例示すると、例
えば、塗工液として、３つのアクリロイルオキシ基を有するアクリレートモノマーと、一
つのアクリロイルオキシ基を有するトリアリールアミン化合物を使用する場合、これらの
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使用割合は７：３から３：７であり、また、重合開始剤をこれらアクリレート化合物全量
に対し３～２０重量％添加し、さらに溶媒を加えて塗工液を調製する。例えば、架橋表面
層の下層となる電荷輸送層において、電荷輸送物質としてトリアリールアミン系ドナー、
及びバインダー樹脂として、ポリカーボネートを使用し、架橋表面層をスプレー塗工によ
り形成する場合、上記塗工液の溶媒としては、テトラヒドロフラン、２－ブタノン、酢酸
エチル等が好ましく、その使用割合は、アクリレート化合物全量に対し３倍量～１０倍量
である。
【００９６】
　次いで、例えば、アルミシリンダー等の支持体上に、下引き層、電荷発生層、上記電荷
輸送層を順次積層した感光体上に、上記調製した塗工液をスプレー等により塗布する。そ
の後、比較的低温で短時間乾燥し（２５～８０℃、１～１０分間）、紫外線照射あるいは
加熱して硬化させる。
　紫外線照射の場合、メタルハライドランプ等を用いるが、照度（３６５ｎｍ）は３００
ｍＷ／ｃｍ２以上、１０００ｍＷ／ｃｍ２以下が好ましく、例えば６００ｍＷ／ｃｍ２の
紫外線光を照射する場合、例えば硬化に際し、ドラムを回転して全ての面を均一に４５～
３６０秒程度照射すればよい。このときドラム温度は１００℃を越えないように制御する
。
【００９７】
　硬化終了後は、残留溶媒低減のため１００～１５０℃で１０分～３０分加熱して、本発
明の感光体を得る。
【実施例】
【００９８】
　以下に本発明を実施例と比較例によって説明するが、本発明は以下に示す実施例に限定
されるものではない。
　図１０に実施例に用いた装置を示す。
　効果の確認方法は
（１）電荷輸送層を塗布、乾燥後の円筒状基体の近傍に紫外線照射ランプを設置し、円筒
状基体表面の温度を熱電対及びデータロガーにて測定し、円筒状基体上部、中央部、下部
の３箇所での温度バラツキを評価する。
　また、実施例１、２及び比較例１～４にて共通する条件を下記に記す。
　紫外線照射ランプはフュージョン社製紫外線ランプ：バルブ種Ｈバルブ
　紫外線ランプと円筒状基体表面の距離は５３ｍｍとする。
　紫外線ランプ照射時間は２分間とする。
　紫外線ランプ照射時の円筒状基体回転数は５０ｒｐｍとする。
【００９９】
［実施例１］
　円筒状導電性基体外形φＤ：φ１００ｍｍ
　円筒状導電性基体全長：３８０ｍｍ
　冷媒：水
　冷媒供給パイプ長さ：４００ｍｍ
　冷媒供給パイプと円筒状弾性体の保持部との隙間：２ｍｍ
　冷媒供給圧力：２０００ｈＰａ／ｃｍ２

　円筒状弾性体厚さ：１．５ｍｍ
　冷媒温度：３０℃
　恒温水槽：３０℃設定（冷却能力１５００Ｗ）
　冷媒循環流量：５Ｌ／分
【０１００】
［実施例２］
　円筒状導電性基体外形φＤ：φ１００ｍｍ
　円筒状導電性基体全長：３８０ｍｍ
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　冷媒：水
　冷媒供給パイプ長さ：３５０ｍｍ
　冷媒供給パイプと円筒状弾性体の保持部との隙間：２ｍｍ
　冷媒供給圧力：５０００ｈＰａ／ｃｍ２

　円筒状弾性体厚さ：１．０ｍｍ
　冷媒温度：３０℃
　恒温水槽：３０℃設定（冷却能力１５００Ｗ）
　冷媒循環流量：３Ｌ／分
【０１０１】
［実施例３］
　実施例１と同様であるが、下記項目について条件を変更した。
　冷媒供給パイプ長さ：１００ｍｍ
　冷媒供給圧力：５００ｈＰａ／ｃｍ２

　円筒状弾性体厚さ：４．０ｍｍ
【０１０２】
［実施例４］
　実施例１と同様であるが、下記項目について条件を変更した。
　冷媒供給パイプと円筒状弾性体の保持部との隙間：１．５ｍｍ
　円筒状弾性体厚さ：３．５ｍｍ
　冷媒循環流量：１．８Ｌ／分
【０１０３】
［実施例５］
　実施例２と同様であるが、下記項目について条件を変更した。
　恒温水槽：無し
【０１０４】
［比較例１］
　実施例２と同様であるが、下記項目について条件を変更した。
　冷媒：無し
　恒温水槽：無し
　温度制御の結果を表１に示す。
【０１０５】
【表１】

【０１０６】
［実施例６］
　Ａｌ製支持体（外径１００ｍｍφ）に、乾燥後の膜厚が３．５μｍになるように浸漬法
で塗工し、下引き層を形成した。
・下引き層用塗工液
　アルキッド樹脂　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６部
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　　（ベッコゾール１３０７－６０－ＥＬ、大日本インキ化学工業製）
　メラミン樹脂　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４部
　　（スーパーベッカミン　Ｇ－８２１－６０、大日本インキ化学工業製）
　酸化チタン（ＣＲ－ＥＬ：石原産業）　　　　　　　　　　　　　　　４０部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０部
【０１０７】
　この下引き層上に下記電荷発生層塗工液に浸漬塗工し、加熱乾燥させ、膜厚０．３μｍ
の電荷発生層を形成した。
・電荷発生層用塗工液
　Ｙ型チタニルフタニルフタロシアニン　　　　　　　　　　　　　　　　４部
　ポリビニルブチラール（エスレックＢＭ－Ｓ、積水化学工業）　　　　　２部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０部
【０１０８】
　この電荷発生層上に下記構造の電荷輸送層用塗工液を用いて、浸積塗工し、加熱乾燥さ
せ、膜厚２２μｍの電荷輸送層とした。
・電荷輸送層用塗工液
　ビスフェーノルＺ型ポリカーボネート　　　　　　　　　　　　　　　１０部
　　（パンライトＴＳ－２０５０、帝人化成製）
　下記構造の低分子電荷輸送物質　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
【０１０９】
【化７】

　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０部
　１％シリコーンオイルのテトラヒドロフラン溶液　　　　　　　　　０．２部
　　（ＫＦ５０、信越化学工業製）
【０１１０】
　電荷輸送層上に下記構成の架橋表面層塗工液を用いて、スプレー塗工した。紫外線照射
は実施例１記載の条件で行った。紫外線照射後、１３０℃で３０分乾燥を加え９．０μｍ
の架橋表面層を設け、本発明の電子写真感光体を得た。
・架橋表面層塗工液
　電荷輸送性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性モノマー　　　　８部
　　ＫＡＹＡＲＡＤ　ＴＭＰＴＡ（日本化薬製）
　電荷輸送性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性モノマー　　　　２部
　　ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡ１２０（日本化薬製）
　下記構造の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物　　　　　　１０部
【０１１１】
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【化８】

　光重合開始剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部
　　１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン
　　（イルガキュア１８４、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ製）
　テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０部
【０１１２】
［比較例２］
　実施例６において紫外線照射条件を比較例１とした以外は実施例６と同様に作製した。
【０１１３】
［実機通紙試験］
　作製した電子写真感光体を、リコー製ｉｍａｇｉｏ　ＭＦ１３５０を用いて、４００万
枚の実機通紙試験（Ａ４、ＮＢＳリコー製ＭｙＰａｐｅｒ、スタート時帯電電位－８００
Ｖ）を実施し、摩耗特性、機内電位、画像評価を行った。表２に摩耗特性（磨耗量）、表
３に機内電位、表４に画像評価（黒ベタ評価）を示す。
【０１１４】
【表２】

【０１１５】
【表３】

【０１１６】
【表４】

画像：○→良好、△→若干画像濃度低下、×→画像濃度低下が著しい
【０１１７】
　上記の説明で明らかなように本発明の電子写真感光体の製造装置及び製造方法により、
円筒状基体の温度が均一に制御することが可能となり、摩耗特性、電気特性、画像特性に
優れた電子写真感光体を製造することができる。
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【図面の簡単な説明】
【０１１８】
【図１】本発明を実施するのに好適な温度制御装置の構成例である。
【図２】本発明を実施するのに好適な温度制御装置の構成例である。
【図３】本発明を実施するのに好適な温度制御装置の構成例である。
【図４】本発明を実施するのに好適な温度制御装置の構成例である。
【図５】本発明を実施するのに好適な温度制御装置の構成例である。
【図６】本発明を実施するのに好適な温度制御装置の構成例である。
【図７】本発明を実施するのに好適な温度制御装置の構成例である。
【図８】本発明を実施するのに好適な温度制御装置の構成例である。
【図９】本発明を実施するのに好適な温度制御装置の構成例である。
【図１０】本発明の概略構成を説明する図である。
【図１１】円筒状弾性体が円筒状基体を把持する状態を説明する図である。
【図１２】円筒状弾性体の取り付け状態を説明する図である。
【図１３】本発明の変形例の概略構成図を説明する図である。
【図１４】本発明の電子写真感光体を表わす断面図である。
【図１５】本発明の電子写真感光体を表わす断面図である。
【符号の説明】
【０１１９】
（図１～図９）
１　　円筒状基体
２　　発熱体
３　　膜部材
３ａ　　袋状構造物
３ｂ　　厚みの変化部分
３ｅ　　上押え具（３ｇ＋３ｈ）
３ｆ　　下押え具
３ｇ　　フランジ
３ｈ　　内蓋
４　　エア抜き弁
５　　内側パイプの外面と外側パイプの内面の隙間（環状流路）
６　　剛体筒状物
６ａ　　非固定領域
７　　恒温槽
８　　冷媒
８ｂ　　円筒状貫通穴
９ａ　　外側パイプ
９ｂ　　内側パイプ
９ｃ　　冷却管
９ｄ　　冷却管
（図１０～図１３）
２０　　装置基台
２１　　回転機構
２２　　把持機構
２３　　紫外線照射手段
２４　　冷媒貯留タンク
２５　　フランジ
２５ａ　　開口
２６　　ベアリング
２７　　プーリ
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２８　　回転軸
２９　　ベルト
３０　　冷媒供給パイプ
３１　　冷媒排出パイプ
３２　　円筒状弾性体
３３　　円筒状フレーム
３４　　円筒状押さえツール
３５　　回転継ぎ手
３６　　孔
３７　　孔
３８　　パイプ
３９　　凹部
４０　　円筒状弾性体の端部
４１　　円筒状基体
４２　　傾斜部
４３　　ステンレスバンド
４４　　ゴムリング
４５　　冷媒
４６　　シームレスゴムリング
４８　　エア抜きバルブ
４９　　ポンプ
５０　　配管
５１　　配管
５２　　圧力センサ
５３　　バルブ
５４ａ　　流量計
５４ｂ　　流量計
５５ａ　　温度計
５５ｂ　　温度計
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